
 

 

 

 

 

令和７事業年度 

 

 

 

 

 

事 業 報 告 書                     

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

自：令和７年４月 １ 日 

 

至：令和８年３月３１日 

 

 

 

国立大学法人静岡大学 



 

 

目    次 

 

 

Ⅰ 法人の長によるメッセージ  ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・  １ 

 

Ⅱ 基本情報 

  １．国立大学法人等の長の理念や経営上の方針・戦略及びそれを 

達成するための計画等目標  ・・・・・・・・・・・・・・・・・・  ２ 

  ２．沿革  ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・  ５ 

  ３．設立に係る根拠法  ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・  ５ 

  ４．主務大臣（主務省所管局課）  ・・・・・・・・・・・・・・・・・  ５ 

  ５．組織図  ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・  ５ 

  ６．所在地  ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・  ５ 

  ７．資本金の額  ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・  ５ 

  ８．学生の状況  ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・  ６ 

  ９．教職員の状況  ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・  ６ 

  10．ガバナンスの状況  ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・  ６ 

  11．役員等の状況  ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・  ８ 

 

Ⅲ 財務諸表の概要 

  １．国立大学法人等の長による財政状態、運営状況及びキャッシュ・フローの 

状況の分析  ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ １０ 

  ２．目的積立金の申請状況及び使用内訳等  ・・・・・・・・・・・・・ ３８ 

  ３．重要な施設等の整備等の状況  ・・・・・・・・・・・・・・・・・ ３８ 

  ４．予算と決算との対比  ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ３９ 

   

Ⅳ 事業に関する説明   

１．財源の状況  ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ３９ 

２．事業の状況及び成果  ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ３９ 

３．業務運営上の課題・リスク及びその対応策 ・・・・・・・・・・・・ ４５ 

４．社会及び環境への配慮等の状況 ・・・・・・・・・・・・・・・・・ ４７ 

５．内部統制の運用に関する情報  ・・・・・・・・・・・・・・・・・ ４８ 

６．運営費交付金債務及び当期振替額の明細  ・・・・・・・・・・・・ ４９ 

７．翌事業年度に係る予算 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ５２ 

   

Ⅴ 参考情報 

  １．財務諸表の科目の説明  ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ５３ 

  ２．その他公表資料等との関係の説明 ・・・・・・・・・・・・・・・・ ５４ 



1 
 

国立大学法人静岡大学 事業報告書 

 

Ⅰ 法人の長によるメッセージ 

 

21 世紀を生きる私たちは、予測不能で複雑な多くの問題に直面しています。世界各地で起

こっている軍事衝突や、それが引き金となった様々な社会経済変動、近年多発している自然

災害や環境変動など、私たちの日常生活の脅威となっている事象は様々です。このような時

代を生き抜くため、未来を創造し、新たな道を切り拓くことができる人材を育成し、地域課

題の解決に繋がる研究や社会連携等を推進していくことが本学の使命であると考えます。 

 

本学では「静岡大学未来創成ビジョン」を策定し、新たな９つの目標を達成するとともに、

県全域での共創により「オール静岡」でポスト SDGs を見据えた地域課題解決に取り組み、

世界に展開することを宣言いたしました。教職員が一丸となって力を合わせ、これまで総合

大学として培ってきた教育研究成果を一層充実・発展させ、現状を変革して強い大学を築き

上げることで、世界水準の大学を目指してまいります。 

 

国際交流に関する取組では、文部科学省「大学の世界展開力強化事業」に本学の「InSPIRE 

産業高度化を主導する日印共創人材育成プログラム」が採択されました。本事業では、産業

高度化を主導する日印共創人材の育成を目的に、静岡が日印間の高度人材循環のハブとなる

ことを目指しています。本学の運営の下、県内企業（インターンシップ等）、浜松市・静岡

市・静岡県（定着・教育支援）が参画する「静岡・インドの共創を促進する産学官パートナ

ーシップ（ InSPIRE: India-Shizuoka Partnership for Innovation, Research, and 

Education）」体制を構築しました。本体制を、日印高度人材循環の実装を支える基盤として

活用し、産業界の実学的知見を教育に反映させるとともに、育成した高度人材の地域定着を

促進することで、事業が地域社会にもたらす中長期的なアウトカムの創出を推進していま

す。 

 

また、研究に関する取組では、静岡理工科大学と共同設置したマリンインフォマティクス

研究機構を中心として、県内外の高等教育機関との連携により、海洋情報科学、海洋観測・

通信システムネットワーク科学、海洋生物生態科学、海洋産業科学の研究等を推進しており

ます。 

 

静岡大学は「自由啓発‧未来創成」の理念のもと、静岡県に立地する総合大学として、静岡

と浜松という特色ある二つのキャンパスを活かしながら、地域の豊かな自然と文化に対する

敬愛の念をもち、質の高い教育、創造的な研究による人材の育成を通して、人類の未来と地

域社会の発展に貢献していきます。 

皆様方におかれましては、本学の事業活動への一層のご理解をお願いするとともに、今後

とも格別のご支援、ご協力を賜りますよう、よろしくお願い申し上げます。 

 

国立大学法人静岡大学長 

日詰 一幸 
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Ⅱ 基本情報 

１ ． 国立大学法人等の長の理念や経営上の方針・戦略及びそれを達成するための計画等 

理念「自由啓発・未来創成」 

 静岡大学は、旧制の静岡高等学校、静岡第一師範学校、静岡第二師範学校、静岡青年師範学

校、浜松工業専門学校（旧浜松高等工業学校）の統合（1949年）と静岡県立農科大学の移管

（1951年）を経て誕生しました。統合前の前身校では、いずれも大正デモクラシー下の自由な

社会の雰囲気を背景として、学生の主体性に重きをおく教育方針がとられましたが、なかでも

浜松高等工業学校では、「自由啓発」という理念のもと、学生たちを試験や賞罰によって縛る

のではなく、できる限り自由な環境のなかに置き、ひとり一人の個性を尊重することを通して

その才能を発揮させることをめざす教育が行われました。 

 この理念は、教育だけでなく、なにごとにもとらわれない自由な発想に基づく独創的な研

究、相互啓発的な社会との協働に不可欠であり、時代を越えて受け継がれるべきものです。静

岡大学の学生・教職員は、このような認識の下で、教育、研究、社会連携・産学連携、国際連

携の柱として、「自由啓発」の理念を引き続き高く掲げ、共に手を携えて地域の課題、さらに

は地球規模の諸問題に果敢にチャレンジするとともに、人類の平和と幸福を絶えず追求し、希

望に満ちた未来を創り出す「未来創成」に全力を尽くします。 

 静岡大学は、以上のような意味での「自由啓発・未来創成」の理念のもと、静岡県に立地す

る総合大学として、地域の豊かな自然と文化に対する敬愛の念をもち、質の高い教育、創造的

な研究による人材の育成を通して、人類の未来と地域社会の発展に貢献していきます。 

 

第４期中期目標・中期計画（令和４年度～令和９年度） 

 静岡大学は、世界文化遺産である富士山をはじめとする豊かな自然環境と文化資源に恵ま

れ、我が国有数の経済圏を形成する静岡県に立地する総合大学として、「自由啓発・未来創

成」の理念に基づき、地域の知の拠点に相応しい質の高い教育と創造的な研究を推進する。と

りわけ、諸学問の発展に貢献すること、人類が抱える共通の課題に真摯に向き合うこと、地域

社会とともに歩み発展することを、基本的な目標とする。 

 第４期中期目標期間においても、「自由啓発・未来創成」の理念を継承した上で、多様性・

柔軟性・創造性という新たな目標を掲げ、これらを尊重した法人経営を着実に推し進めてい

く。また、分野ごとに下記の目標を掲げ、主体的・能動的学習の展開、教育の国際化、特定分

野における世界的研究の推進、地域社会との連携を通して、SDGsの推進や社会のダイバーシテ

ィなどに貢献するなど、高等教育機関として社会的責任を果たす。 
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中期目標 16 項目 中期計画 40 項目 

・国が国立大学法人に求める役割や機能に

関する事項を定めた中期目標大綱から、

法人の目指す方向性を踏まえ、特に変革

を進め、特色化を図る項目を15項目選択 

・法人独自の中期目標を１項目追加（社会

のダイバーシティの推進） 

・中期目標を踏まえ、法人の強みや特色を

生かし、６年間で達成を目指す水準や方

策、評価指標を明記（中期計画ごとに評

価指標の設定が義務付け） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

性別、エスニシティ、障害の有無、世代、ライフスタイル、価値観な

ど、異なるバックグラウンドをもつ多様な学生や教職員が共に学び、

共に働きやすいキャンパスの構築に向けた取組を進める 

業務運営 

グローバル化が進む地域社会の一員として諸課題に積極的に取

り組むことを通して、地域の国際化拠点形成に向けた取組を進め

る 

国際化 

地域ニーズの把握、地域社会との共創による課題解決の取り組

み、産学官金連携の取組を進める 
社会との共創 

多様な研究を通して地域社会の発展に貢献するとともに、研究上

の特色と強みを一層発展させ、世界的研究拠点の形成に向けた取

組を進める  

研究  

デジタル化やグローバル化の進展、Society5.0の到来といった社会

の潮流を踏まえ、総合大学としての優位性を発揮した人材育成の取

組を進める 

教育  

分野ごとの目標 
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第４期中期目標・中期計画の主な事項 
分

野 
中期目標 中期計画 

社

会

と

の

共

創 

①人材養成機能や研究成果を活用して、地域の産業（農林

水産業、製造業、サービス産業等）の生産性向上や雇用

の創出、文化の発展を牽引し、地域の課題解決のため

に、地方自治体や地域の産業界をリードする。 

【１】地域課題の解決のための取組を推進 

【２】地域の食品関連産業の活性化 

【３】課題解決型学習に基づいたプロジェクトの

実施 

【独自】性別、エスニシティ、障害の有無、世代、ライフ

スタイル、価値観など、異なる背景をもつ多様な学生や

教職員が共に学び、共に働きやすいキャンパスの構築を

目指し、多様な背景や価値観をもとに教育・研究・社会

貢献機能の新たな展開を進め、社会のダイバーシティの

推進に貢献する。 

【４～７】学外組織との連携によるダイバーシテ

ィの推進 

教

育 

④国や社会、それを取り巻く国際社会の変化に応じて、求

められる人材を育成するため、柔軟かつ機動的に教育プ

ログラムや教育研究組織の改編・整備を推進することに

より、需要と供給のマッチングを図る。 

【８】大学の強みを活かした教育研究組織の改編

・整備等 

⑥特定の専攻分野を通じて課題を設定して探究するという

基本的な思考の枠組みを身に付けさせるとともに、視野

を広げるために他分野の知見にも触れることで、幅広い

教養も身に付けた人材を養成する。 

【10】学生の多様なニーズに応じた質の高い学士

課程教育の実現 

⑪データ駆動型社会への移行など産業界や地域社会等の変

化に応じて、社会人向けの新たな教育プログラムを機動

的に構築し、数理・データサイエンス・AIなど新たなリ

テラシーを身に付けた人材や、既存知識をリバイズした

付加価値のある人材を養成することで、社会人のキャリ

アアップを支援する。 

【18】数理・データサイエンス系授業科目等、履

修証明プログラムや公開講座等の社会人

の受講促進 

【19】Society5.0時代に向けた教員の資質・能力

の向上を図るプログラムの開発 

国

際

化 

⑫学生の海外派遣の拡大や、優秀な留学生の獲得と卒業・

修了後のネットワーク化、海外の大学と連携した国際的

な教育プログラムの提供等により、異なる価値観に触

れ、国際感覚を持った人材を養成する。 

【20】国際舞台での活躍を望む学生の支援 

【21】アジア諸国（学士課程５か国、修士課程16

か国）を対象とした留学生受け入れプロ

グラム（アジアブリッジプログラム(ABP)

）の対象国の拡大及び質的な改善 

 

研

究 

⑭真理の探究、基本原理の解明や新たな発見を目指した基

礎研究と個々の研究者の内在的動機に基づいて行われる

学術研究の卓越性と多様性を強化する。併せて、時代の

変化に依らず、継承・発展すべき学問分野に対して必要

な資源を確保する。 

【24】４つの重点研究分野を選定し、研究を推進

することにより卓越性を強化 

   光応用分野/グリーン科学分野/カーボンニ

ュートラル科学分野/情報応用科学分野 

⑮地域から地球規模に至る社会課題を解決し、より良い社

会の実現に寄与するため、研究により得られた科学的理

論や基礎的知見の現実社会での実践に向けた研究開発を

進め、社会変革につながるイノベーションの創出を目指

す。 

【26】地域における研究課題の解決に向けた研究

開発の推進 

【27】静大発ベンチャー企業の設立推進を通して

、研究成果の社会実装を推進 

⑱国内外の大学や研究所、産業界等との組織的な連携や

個々の大学の枠を越えた共同利用・共同研究、教育関係

共同利用等を推進することにより、自らが有する教育研

究インフラの高度化や、単独の大学では有し得ない人

的・物的資源の共有・融合による機能の強化・拡張、教

育効果の向上を図る。 

【29】研究所を中心に他大学とのネットワーク研

究所を構築、共同研究の実施を推進 

【31】農学部附属地域フィールド科学教育研究 

センターの持続型農業生態系部門（農場

）や森林生態部門（演習林）等の機能を

強化 

業

務

運

営 

㉕AI・RPA（Robotic Process Automation）をはじめとし

たデジタル技術の活用や、マイナンバーカードの活用等

により、業務全般の継続性の確保と併せて、機能を高度

化するとともに、事務システムの効率化や情報セキュリ

ティ確保の観点を含め、必要な業務運営体制を整備し、

デジタル・キャンパスを推進する。 

【40】デジタル・キャンパスの実現に向けた全学

横断的なプロジェクトチームの設置 

各目標の文頭には、中期目標大綱から選択した項目には番号、法人独自の目標には【独自】と記載しています。  
各計画の文頭には、法人の中期計画番号を記載しています。  
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２ ． 沿革   

 

３ ．設立に係る根拠法 

 

４ ．主務大臣（主務省所管局課） 

 

５ ．組織図 

 

６ ．所在地 

 

７ ．資本金の額 

 

 

 

 

本学は、広く学術・文化の基礎及び応用を教授・研究し、平和的な国家及び社会の建設

に有為な人材を育成することを目的・使命として、昭和 24 年５月 31 日に、静岡・浜松

両市を拠点とする静岡県初の４年制大学として設置された。当初は、静岡市に置かれた文

理学部と教育学部、浜松市に置かれた工学部の３学部で構成された。その後、学部等の改

組や新設があり、人文社会科学、教育、情報、理学、工学、農学、グローバル共創科学の

７学部と人文社会科学、教育学、総合科学技術、創造科学技術大学院（自然科学系教育部、

創造科学技術研究部）、光医工学、山岳流域研究院の６大学院研究科、電子工学、グリー

ン科学技術の２研究所、10 学内共同教育研究施設を有する総合大学となっている。 

本学のキャンパスは、好対照をなす二つの都市に存する。静岡市は行政と商業の中心で

あり、浜松市は常に新たな産業創成の中心である。静岡キャンパスには、人文社会科学部、

教育学部、理学部、農学部、グローバル共創科学部、４大学院研究科（人文社会科学、教

育学、総合科学技術（理学専攻、農学専攻）、山岳流域研究院）及びグリーン科学技術研

究所があり、浜松キャンパスには、情報学部、工学部、３大学院研究科（総合科学技術（情

報学専攻、工学専攻）、創造科学技術大学院（自然科学系教育部、創造科学技術研究部）、

光医工学）及び電子工学研究所、グリーン科学技術研究所がある。 

国立大学法人法（平成 15 年法律第 112 号） 

文部科学大臣（文部科学省高等教育局国立大学法人支援課） 

学 部－人文社会科学部、教育学部、情報学部、理学部、工学部、農学部、グローバル

共創科学部 

研究科－人文社会科学研究科、教育学研究科、総合科学技術研究科、創造科学技術 

大学院（自然科学系教育部、創造科学技術研究部）、光医工学研究科、山岳流

域研究院 

研究所－電子工学研究所、グリーン科学技術研究所 

静岡県静岡市 

48,982,557,217 円（全額 政府出資）  
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８．学生の状況   

 

９ ．教職員の状況 

 
（常勤教職員の状況） 

 

１０．ガバナンスの状況 

（１）ガバナンスの体制   

総学生数         10,106 人 

学士課程         8,465 人 

修士課程         1,361 人 

博士課程          190 人 

専門職学位課程        90 人  

教員 1,248 人（うち常勤 737 人、非常勤 511 人） 

職員  821 人（うち常勤 348 人、非常勤 473 人） 

常勤教職員は前年度比で 12 人（1.12％）増加しており、平均年齢は 46 歳となってい

る。このうち、国からの出向者は０人、地方公共団体からの出向者は 124 人、民間からの

出向者は０人である。 

 

また、次世代育成支援対策推進法及び女性活躍推進法に基づく一般事業主行動計画に

おける指標として、令和９年度末までに達成すべき目標とこれに対する令和７年度の実

績は以下のとおりである。 

（1）目標：男性教職員の育児休業（育児目的休暇を含む）取得率 50％以上→実績：63.64％ 

（2）目標：女性教員の割合を 20％以上→実績：19.20％ 

これらのことについては、女性教員採用加速システムの実施、教員公募要領への女性教

員の優先採用の明記、ダイバーシティレポート制度の導入などにより徐々にではあるが

女性教員の採用が進み、女性教職員割合の向上に結び付いてきている。 

 

 本学では、国立大学法人法（以下「法人法」という。）に基づき、文部科学大臣が任命

する学長の下、学長が任命する理事及び副学長並びに学長が指名する学長補佐が学長を

補佐し、業務運営を行っている。 

 法人法に基づき、学長の選考を行う学長選考・監察会議は、学長の業務が適切に執行さ

れているか厳格な評価を行うため、「国立大学法人静岡大学長の業績評価に関する規則」

を定め、中間評価及び最終評価を実施している。また、「国立大学法人静岡大学長の解任

手続に関する規則」により、自らの発議により学長の解任について審査を行うことを定め

ており、独立性をもって学長選考結果に責任を持つ体制を整備している。 

本学では、業務方法書において、役員（監事を除く。）の職務の執行が法人法又は他の

法令に適合することを確保するための体制その他業務の適正を確保するための体制の整

備に関する事項を定めている。「国立大学法人静岡大学内部統制規則」を定め、内部統制

委員会を置き、内部統制担当役員から、内部統制システムの運用状況について定期的に報

告を受け、必要な改善策を審議している。 
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（２）法人の意思決定体制   

 

【ガバナンスの体制及び意思決定体制図】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 法人法に基づき文部科学大臣が任命する監事は、本学の業務の運営について、関係法令

の規定を受けて、内部規程が整備され、業務が諸規程を遵守し、合理的かつ効果的に行わ

れていることを確認するとともに、財務会計状況についても、財務会計諸規程に即して会

計処理が適正に行われているかを確認するために、毎年度、定期監査の実施計画を定め監

査を実施している。また、監事は、役員会その他重要な会議に陪席し、大学の運営に関す

る意思決定の状況を把握し、ガバナンス体制が適正に確立・機能しているかについての確

認をしている。 

 文部科学大臣により選任された会計監査人は、独立した立場から財務諸表等の監査を

行っている。また、会計監査人と監事は連携し、効果的な監査の実施を図っている。 

本学の業務運営にあたっては、国立大学法人静岡大学学則に基づき、役員会を設置し、

大学の経営・教学に関する重要事項を審議している。学長を議長とし理事を構成員に含め

た大学運営会議や企画戦略会議において十分に協議を行った上で、経営の重要事項は経

営協議会、教育研究の重要事項は教育研究評議会の審議を経て役員会に付議することで

学長による意思決定が迅速・的確に行われる体制を確保している。 

 内部統制システムの整備状況を含むガバナンスの体制及び意思決定体制図は次のとお

りである。 
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１１．役員等の状況 

（１）役員の役職、氏名、任期、担当及び経歴 

役 職 氏 名 任  期 経  歴 

学 長 

 

日詰一幸 令和７年４月１日 

～令和 11 年３月 31

日 

平成 29 年４月～令和３年３月 

静岡大学人文社会科学部長・学術院人

文社会科学領域長 

令和３年４月～静岡大学長 

理 事 

(教育・附属

学校園担当) 

塩尻信義 令和７年４月１日 

～令和９年３月 31 日 

平成 26 年 10 月～平成 27 年３月 

静岡大学大学院理学研究科長 

平成 27 年４月～平成 31 年３月 

静岡大学理学部長・学術院理学領域長 

平成 29 年４月～平成 31 年３月 

静岡大学大学院総合科学技術研究科

長 

令和３年４月～静岡大学理事・副学長 

理 事 

(研究・社会

産学連携・

人事担当) 

金原和秀 令和７年４月１日 

～令和９年３月 31 日 

令和３年４月～令和６年３月 

静岡大学副学長 

令和６年４月～令和７年３月 

静岡大学学長特別補佐 

令和７年４月～静岡大学理事・副学長 

理 事 

(企画戦略・

情報担当) 

二又裕之 令和７年４月１日 

～令和９年３月 31 日 

令和６年４月～令和７年３月 

静岡大学副学長 

令和７年４月～静岡大学理事・副学長 

理 事 

（地域連携

担当) 

大石人士 令和７年４月１日 

 ～令和９年３月 31

日 

平成 26 年６月～令和元年５月 

（一財）静岡経済研究所常務理事 

令和元年６月～令和２年５月 

（一財）静岡経済研究所専務理事 

令和２年６月～令和５年８月 

（一財）静岡経済研究所シニアチーフ

アドバイザー 

令和５年 10 月～静岡産業大学総合研

究所客員研究員兼非常勤講師 

令和７年４月～静岡大学理事 

理 事 

(コンプライ

アンス担当) 

鈴木秀美 令和７年４月１日 

 ～令和９年３月 31日 

平成 16 年４月～平成 27 年 3 月 

大阪大学大学院高等司法研究科教授 

平成 27 年４月～令和７年３月 

慶應義塾大学メディア・コミュニケー

ション研究所教授 
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令和７年４月～静岡大学理事 

令和７年４月～国士館大学法学部特

別任用教授 

監 事 飯田晃司 令和６年９月１日 

～令和 10 年６月 30 日 

平成 29 年１月～平成 29 年 12 月静岡

ガス㈱東部支社長 

平成 30 年１月～令和２年２月 

静岡ガス㈱執行役員兼コーポレート

サービス部長 

令和２年３月～令和６年３月 

静岡ガス㈱常勤監査役 

令和６年９月～静岡大学監事 

監 事 河島多恵 令和２年９月１日 

～令和 10 年６月 30 日 

平成 19 年９月～平成 26 年７月 

大石康智法律事務所弁護士 

平成 26 年８月～河島多恵法律事務所

弁護士 

令和２年９月～静岡大学監事 

令和４年６月～天龍製鋸㈱取締役 

令和６年６月～㈱エフ・シー・シー取

締役監査等委員 

令和７年６月～パルステック工業㈱

監査役 

 

 

（２）会計監査人の氏名又は名称及び報酬 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 会計監査人は有限責任あずさ監査法人であり、当該監査法人及び当該監査法人と同一

のネットワークに属する者に対する、当事業年度の当法人の監査証明業務に基づく報酬

は６百万円であり、非監査業務に基づく報酬はありません。 
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Ⅲ 財務諸表の概要  

１ ．国立大学法人等の長による財政状態、運営状況及びキャッシュ・フローの状況の分析 

 

（１） 貸借対照表（財政状態） 

①  貸借対照表の要約の経年比較（５年）           （単位：百万円）  

 

 

資産の部 金額 負債の部 金額 

 

固定資産 

 有形固定資産 

  土地 

  建物 

   減価償却累計額等 

  構築物 

   減価償却累計額等 

  工具器具備品 

   減価償却累計額等 

  図書 

  その他の有形固定資産 

 無形固定資産 

 投資その他の資産 

 

流動資産 

現金及び預金 

その他の流動資産 

 

 

64,867 

63,287 

32,586 

43,670 

△22,969 

4,086 

△1,970 

14,258 

△11,691 

5,278 

37 

279 

1,300 

 

5,535 

5,091 

444 

 

 

 

固定負債 

 長期寄附金債務 

 長期借入金 

資産除去債務 

長期未払金 

長期繰延補助金 

  

流動負債 

 運営費交付金債務 

寄附金債務 

 前受金 

 未払金 

その他の流動負債 

 

1,618 

72 

422 

32 

508 

582 

 

5,351 

195 

1,879 

5 

2,064 

1,206 

負債合計 6,969 

純資産の部 金額 

資本金 

 政府出資金 

資本剰余金 

利益剰余金 

48,982 

48,982 

3,065 

11,385 

純資産合計 63,433 

資産合計 70,403 負債・純資産合計 70,403 

 

 

 

区分  令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度  

資産合計  68,560 69,513 71,667 72,199 70,403  

負債合計  15,585 7,716 8,812 8,452 6,969  

純資産合計  52,974 61,796 62,854 63,747 63,433  
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（資産合計）  

 

 

（負債合計） 

 

 

（純資産合計） 

 

 

  

令和７年度末現在の資産合計は前年度比 1,796 百万円（2.5％）（以下、特に断らない限

り前年度比）減の 70,403 百万円となっている。 

主な増加要因は、有価証券の取得等により、投資その他の資産が 126 百万円増の 1,300

百万円となったことである。 

主な減少要因は、大規模な営繕工事の計画がなかったことにより、建物等の新規資産

計上を減価償却費が上回ったことである。 

令和７年度末現在の負債合計は 1,483 百万円（17.5％）減の 6,969 百万円となってい

る。 

主な減少要因は、大規模な営繕工事の計画がなかったことにより、未払金が 1,155 百万

円減の 2,064 百万円となったことである。 

令和７年度末現在の純資産合計は 314 百万円（0.5％）減の 63,433 百万円となってい

る。 

主な減少要因は、施設整備費補助金および目的積立金を財源とした資産の取得がなか

ったことにより、資本剰余金が 821 百万円減の 3,065 百万円となったことである。 
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（２） 損益計算書（運営状況） 

①  損益計算書の要約の経年比較（５年）           （単位：百万円） 

 

 

②  当事業年度の状況に関する分析               （単位：百万円） 

区      分 金 額 

経常費用(A) 19,087 

 業務費 

  教育経費 

  研究経費 

  教育研究支援経費 

  受託研究費 

  共同研究費 

  受託事業費 

人件費 

 一般管理費 

 財務費用 

 雑損 

18,405 

2,334 

1,398 

709 

915 

415 

224 

12,371 

668 

13 

0 

経常収益(B) 19,675 

 運営費交付金収益 

 学生納付金収益 

 受託研究収益 

 共同研究収益 

 受託事業等収益 

 寄附金収益 

 施設費収益 

 補助金収益 

 財務収益 

 雑益 

9,561 

6,032 

992 

472 

228 

569 

24 

1,306 

0 

487 

臨時損益(C) △35 

目的積立金及び前中期目標期間繰越積立金取崩額(D) 606 

当期総利益(B-A+C+D) 606 

 

 

 

 

 

区分 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度  

経常費用  17,985 18,099 18,378 18,130 19,087  

経常利益  273 235 164 351 587  

当期総損益  642 9,150 275 373 606  
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（経常費用） 

 

 

（経常収益） 

 

 

（当期総損益） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３） キャッシュ・フロー計算書（キャッシュ・フローの状況） 

①  キャッシュ・フロー計算書の要約の経年比較（５年） 

（単位：百万円） 

令和７年度の経常費用は 957 百万円（5.3％）増の 19,087 百万円となっている。 

主な増加要因は、人件費（給与及び退職手当）の増加等により、人件費が 595 百万円増

の 12,371 百万円となったことである。 

 

令和７年度の経常収益は 1,194 百万円（6.5％）増の 19,675 百万円となっている。 

主な増加要因は、修学支援制度拡充に伴う授業料等減免交付金の増加、新規補助金（大

学の世界展開力強化事業）の採択、継続補助金（大学・高専成長分野転換支援基金助成金）

の進捗等により、補助金等収益が 767 百万円増の 1,306 百万円となったことである。 

主な減少要因は、施設整備費補助金を財源とした資産の取得がなかったことにより、施

設費収益が 242 百万円減の 24 百万円となったことである。 

上記経常損益の状況に、固定資産除却損等にかかる臨時損失 35 百万円を計上した結

果、令和７年度の当期総利益は 606 百万円となり、令和６年度に比して 233 百万円増と

なった。 

区分 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 

業務活動によるキャッシュ・フロー  1,281 1,949 156 810 1,407 

投資活動によるキャッシュ・フロー  △1,324 △1,937 96 △893 △1,734 

財務活動によるキャッシュ・フロー  △252 △261 △131 △236 △265 

資金期末残高  6,062 5,812 5,933 5,613 5,021 
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②  当事業年度の状況に関する分析                      （単位：百万円） 

区     分 金  額 

Ⅰ業務活動によるキャッシュ・フロー(A) 1,407 

 原材料、商品又はサービスの購入による支出 

人件費支出 

 その他の業務支出 

 運営費交付金収入 

 学生納付金収入 

 その他の業務収入 

△3,933 

△12,358 

△619 

9,617 

4,807 

3,893 

Ⅱ投資活動によるキャッシュ・フロー(B) △1,734 

Ⅲ財務活動によるキャッシュ・フロー(C) △265 

Ⅳ資金増加額(D=A+B+C） △592 

Ⅴ資金期首残高(E) 5,613 

Ⅵ資金期末残高(F=E+D) 5,021 

 

 

（業務活動によるキャッシュ・フロー） 

 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 

  

令和７年度の業務活動によるキャッシュ・フローは 597 百万円（73.7％）増の 1,407 百

万円となっている。 

主な増加要因は、補助金等収入が 1,030 百万円増の 1,563 百万円となったことであ

る。 

令和７年度の投資活動によるキャッシュ・フローは 840 百万円（94.2％）減の△1,734

百万円となっている。 

主な減少要因は、施設費による支出が 1,576 百万円減の 330 百万円となったことであ

る。 

令和７年度の財務活動によるキャッシュ・フローは 29 百万円（12.3%）減の△265 百万

円となっている。 
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（４） 主なセグメントの状況 

① 人文社会学研究科・人文社会科学部セグメント  

 本セグメントは、人文社会科学部及び人文社会科学研究科から構成されており、各部局の目

的は次のとおりである。 

  人文社会科学部 

人文・社会科学の各分野の専門的知識・能力を身につけるとともに、国際的な視野と

幅広い教養を備え、社会の発展に貢献しうる人材を育成することを目的とする。 

  人文社会科学研究科 

専門性、学際性、国際性及び地域性を兼ね備えた高度専門職業人の養成を目的とする。 

 

 人文社会科学部及び人文社会科学研究科は、令和７年度において以下の事業を行った。 

１．企業との教育連携事業 

 授業を通じて、金融機関の仕組みと地域経済における役割への理解を深め、実践的な地域金

融教育の充実を図るとともに、地域の活性化と人材の育成を目的とした授業を開講した。 

 地域及び地域の産業別の現状と課題を把握したうえで、①個人取引、②法人取引、③地方創

生等の観点から銀行実務と金融機関が地域に果たす役割を具体的に学び、講義の後半では今後

の地域・金融機関の展望を考察することで地域金融機関経営の現状と課題について学習し、企

業活動や個人生活に果たしている金融機関の役割を理解できることを目標に、講義全15回を地

元銀行員及び地元銀行系列の研究所員が担当した。 

２．「ものづくり県しずおか」経済活性化のためのリカレント教育推進事業 

文部科学省の令和４年度人材育成推進事業費補助金「成長分野における即戦力人材輩出に向

けたリカレント教育推進事業」の継続事業として、学長戦略運営経費と外部資金（ふじのくに

地域・大学コンソーシアム：学び直しの機会の創出事業費助成金）の採択を受け、大学院人文

社会科学研究科において、社会人リカレント教育プログラムを実施した。 

 「ものづくり県しずおか」において、行政、大企業、中小企業、個人事業主を問わず、ニー

ズの多い経済学・経営学・会計学等の大学院レベルのリカレント教育を通じて、リーダーシッ

プとマネジメントの知見と資質を磨くことで、静岡の「ものづくり」産業を牽引するイノベイ

ティブ人材を輩出し、これらの人材を地域に根付かせることで地域経済を活性化させることを

目的に大学院科目６科目を社会人リカレント教育プログラムとして開講した。 

 本事業を通じて明確化した課題や改善点も含め、より受講者のニーズに即した教育事業に発

展すべく地方自治体及び商工会議所等の諸団体といった組織からの情報収集を進めており、本

プログラムをモデルケースとして、他の教育分野に波及させることでリカレント教育の全学展

開を図ることとしている。 

 

人文社会科学研究科・人文社会科学部セグメントにおける事業の実施財源は、運営費交

付金収益 736 百万円（37.1％（当該セグメントにおける業務収益比、以下同じ。））、学生

納付金収益（授業料、入学金、検定料）1,039 百万円（52.4％）、補助金等収益 193 百万

円（1.0％）、その他 11 百万円（0.1％）となっている。 

また、事業に要した経費は、教育経費 261 百万円、研究経費 33 百万円、教育研究支援

経費 7 百万円、受託研究・共同研究・受託事業費 9 百万円、人件費 1,045 百万円、一般管

理費 11 百万円などとなっている。 



16 
 

② 教育学研究科・教育学部セグメント 

 本セグメントは、教育学部及び教育学研究科から構成されており、各部局の目的は次のとお

りである。 

  教育学部 

豊かな人間性と幅広く深い教養を基礎として、子どもをよく理解し、教科指導等の分

野において高い専門性と実践的な指導力を備えた教員、教育の現代的課題に対応する

ことができる教員、教職生活全般を通じて学び続けることができる教員を育成するこ

とを目的とする。 

  教育学研究科 

博士課程である共同教科開発学専攻は、教科開発学の究明を通じて、教科内容の構成

原理を明らかにし、教科教育の開発及び教育環境の創造、更に、高等教育機関におい

て、高度な資質をもった教員の養成をするために必要な能力の育成を目的とする。 

また、専門職学位課程である教育実践高度化専攻は、学校や地域の教育リーダーとし

て活躍できる高度な専門的職業人としての教員の養成を目的とする。 

 

 教育学部及び教育学研究科は、令和７年度において以下の事業を行った。 

１．新たな時代に向けての地域連携型教育改革の推進 

（１）教育・福祉・医療連携のプラットフォームの実装と充実化 

静岡県の地域課題に対応すべく、子どもたちのウェルビーイングを基軸に今年度は性暴力と

人権をテーマとし、対話的で実践的な学びを深める交流型の事業やフォーラム等を実施した。

約300名が参加し、多世代・多職種が連携する教育・支援体制の構築を推進した。 

（２）学部の国際化および地域課題への貢献 

教育学部国際フォーラム2025「持続可能な教育環境」を開催し、インドネシア教育大学から

２名のゲストスピーカーを招待し、教職の資質向上に結びつくモデル活用への取り組みをテー

マに活発な議論が行われた。 

 

２．教員養成プログラムの充実と発展（教員就職率の向上、地域連携の促進） 

（１）教員の「働き方改革」特別講演会の開催 

 教職キャリア形成プログラムの一環として、静岡県教育委員会から講師を招いて教員の「働

き方改革」講演会を開催し、学生の教職への意欲を高めた。 

（２）教職支援室による教職サポート及び教育学部同窓会主催の面接指導の実施 

 教職を目指す学生のサポートとして、教職支援室が志望書の添削、面接指導、スタートアッ

プ講座を実施した。また、４月、６月、７月に教育学部同窓会主催の模擬面接講座を実施し、

延べ約150名の学生が参加した。 

（３）附属学校園教員を対象とした「専修免許状取得プログラム」の実施 

 附属学校園教員が教職大学院の所定の授業を受講し、必要単位数を履修して在職中に専修免

許状を取得できる「専修免許状取得プログラム」を開設している。令和７年度の履修者は４名

だった。 

 

３．高校生対象の教職キャリア教育の充実と発展（受験倍率の向上、教員就職率の向上） 

（１）高校生対象の教職セミナーの実施 
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③ 総合科学技術研究科（情報学専攻）・情報学部セグメント 

 教員採用試験の受験倍率低下を受け、県内の教員養成大学と教育委員会が連携し、現役教員、

本学学生、各教育委員会の採用担当者による教職セミナーを開催した。夏季オープンキャンパ

スと同時開催にしたこともあり、多くの高校生と保護者が参加し、教職への理解を深めた。 

（２）サテライト式オープンキャンパスの実施 

学外施設にて学生主催のサテライト式オープンキャンパスを実施し、小・中・高校生・保護

者等約300名が参加した。参加者アンケートでは回答者の97％が教育学部の活動に対する関心を

深め、90％が同学部への進学意欲が高まったとの回答があった。 

  

４．地域と連携した教育・研究活動（地域連携の促進） 

（１）高校生の探究学習を支援  

 静岡大学教育学部と静岡県立静岡東高等学校、静岡市立高等学校、特定非営利活動法人しず

おか共育ネットによる教育連携協定の一環として実施されており、令和７年度は静岡東高等学

校にて「教育」、「防災」をテーマとし、本学教員が「総合的な探究の時間」への教育支援を行

った。 

（２）初等学習開発学専攻が高校で探究について考える授業を実践 

初等学習開発学専攻では、御殿場南高等学校を訪問し、1年生の「総合的な探究の時間」で授

業を実践した。同専攻は、ふじのくに地域・大学コンソーシアムによる「令和７年度高大連携

探究支援事業（大学生による探究支援事業）」に参画し、この探究学習の支援を行っている。 

（３）掛川市教育委員会との相互連携協定を締結 

静岡大学教育学部と掛川市教育委員会は、相互の人的・知的資源の交流を図り多様な分野で

協力していくため、相互連携協定を締結した。 

この協定により、附属島田中学校を中核として、教員の資質・能力の向上、教科教育等の充

実・推進、教員養成の他、教育分野における相互の連携を一層深め、学校教育の発展と人材育

成に寄与することが期待される。 

  

教育学研究科・教育学部セグメントにおける事業の実施財源は、運営費交付金収益 1,028 百

万円（51.8％）、学生納付金収益 759 百万円（38.3％）、補助金等収益 155 百万円（7.8％）、

その他 40百万円（2.0％）となっている。 

また、事業に要した経費は、教育経費 220 百万円、研究経費 30 百万円、教育研究支援経費 1

百万円、受託研究・共同研究・受託事業費 26 百万円、人件費 1,395 百万円、一般管理費 15 百

万円などとなっている。 

 本セグメントは、情報学部及び総合科学技術研究科情報学専攻から構成されており、各部局

の目的は次のとおりである。 

  情報学部 

人間の営みと情報技術が調和した豊かな社会の実現を目指す情報学の教育研究を推

進し、21世紀の情報社会で先導的役割を果たす深い教養と豊かな専門知識及び高度な

実践力を有する人材を育成することを目的とする。 
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  総合科学技術研究科情報学専攻 

情報科学と情報社会学を融合させた情報学についての幅広く豊かな識見と、専攻分野

についての高度な専門知識及び研究能力を基盤として、応用・実践に優れた職業適応

力とコミュニケーション能力を備え、望ましい高度情報社会の構築に積極的に貢献し

うる人材の育成を目的とする。 

 

 情報学部及び総合科学技術研究科情報学専攻は、令和７年度において以下の事業を行った。 

１．情報学専攻「情報学の深化・汎化を通じた静岡大学高度人材育成プログラム」の事業実施

と成果 

(1) 教育組織の改編と定員充足の状況 

 文部科学省「大学・高専機能強化支援事業（高度情報専門人材の確保に向けた機能強化）」 

の採択を受け、総合科学技術研究科情報学専攻（博士前期課程）では、入学定員を60名から85 

名へと大幅に拡充した。これに伴い、教育体制を「領域情報学コース」と「基盤情報学コース」 

の２コース制へと刷新した。 

 特に新設の「領域情報学コース」では、DX（デジタルトランスフォーメーション）を多様な 

産業や社会基盤に適用し、新たな価値創出を牽引する高度情報専門人材の育成に注力している。 

広報活動の強化により、令和７年度及び令和８年度入試においては、学内進学者のみならず他 

大学からの志願者も大幅に増加した。その結果、増員後の定員を上回る志願者数を確保し、２ 

年連続で定員を充足する極めて良好な入試結果を得た。 

(2) 実務家教員の登用と学際的教育の展開 

本事業の推進にあたり、新たに常勤教員３名を雇用したほか、産業界や行政機関から実務経 

験豊富な人材を特任教員・客員教員（令和７年度：８名、令和８年度より９名）として積極的

に任用した。 

 「領域情報学コース」の基幹科目『DX実践論』では、これら実務家教員がビジネスや製品開 

発の最前線における問題解決や様々なバックグランドを直接聴くことができる実践的な教育を 

展開している。また、学際的な教育の一環として開講している『領域情報学特別講義』では、 

本専攻の教員に加え、総合科学技術研究科（工学・理学・農学専攻）及び浜松医科大学の教員 

が講義を担当した。これにより、AIやデータ基盤技術を核として、情報学が諸学術領域や社会 

インフラへ「深化・汎化」している現状を多角的に学ぶ機会を提供した。 

(3) 博士後期課程の強化と若手研究者支援 

 博士前期課程の定員増に合わせ、創造科学技術大学院情報科学専攻（博士後期課程）におい 

ても、産業界の高度なAI技術ニーズ等に対応するため、令和７年度より入学定員を11名から13 

名へと増員した。積極的な進学説明会や、SPRING（次世代研究者挑戦的研究プログラム）及び 

日本学術振興会特別研究員制度の周知徹底により、令和７年度は定員を満たす13名の入学者を 

確保した。なお、令和９年度にはさらなる定員増（計16名）を予定している。そのため、さら 

に多くの進学者を増やすために、次のような取り組みを令和7年度より開始した。 

 第１に研究環境の整備として、令和7年度より社会人学生および第２新卒学生を対象とした 

「Student Researcher (SR)」制度を創設した。具体的には、産業界へのDX普及の中核となる人 

材の主体的な研究活動を支援する研究費（各年度２名まで、３年間）を支給する体制を整え、 

初年度は１名を採用した。第２に我が国の情報学教育と研究の国際化の推進に向けて、国費留 

学生の受け入れやダブルディグリープログラム（DDP）の拡充についても、情報科学専攻ならび 
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に創造科学技術大学院総務委員会を中心に具体的な検討を進めており、グローバルな教育研究 

体制の構築に着手している。 

 

２．数理・データサイエンス・AI 教育プログラム教育強化事業への取組（コンソーシア

ム特定分野校（理工農学系）としての活動とプログラム認定制度の応用基礎レベルへ

の認定） 

 本学は令和３年 12 月に文部科学省の数理・データサイエンス・AI 教育強化拠点コンソ 

ーシアムの特定分野校（理工農学分野）に選定され、全国の教育機関への数理データサイ 

エンス AI 教育の普及活動に貢献してきた。令和６年度においてはコンソーシアムの取組 

である数理データサイエンス標準教材の作成事業に対して、PBL 系授業などの教材を提供 

した。令和７年度は前述の標準教材の普及を１つの目的とした、九州工業大学、電気通信 

大学及び静岡大学の３大学による合同シンポジウムをハイブリッド形式で開催し、また 

同３大学で学会企画ワープショップを立ち上げ実施した。さらに文部科学省の数理・デー 

タサイエンス・AI 教育プログラム認定制度に関して以下の取組を行っている。 

(1)大学全体について全学教育カリキュラムが令和３年度に同認定制度の「リテラシーレ

ベル」の認定を受け、令和７年度も継続中。さらに令和７年度中に令和８年度以降の再

認定を申請し、令和８年度から令和 10 年度について認められた。 

(2)同認定制度の「応用基礎レベル」について令和４年度に情報学部数理データサイエン

ス AI 教育プログラムが認定を受け、令和７年度も継続中である。令和７年度は応用基

礎レベルの認定を受けた学生 112 名を対象に説明会ならびにアンケートを実施し、同

レベル認定の意義を再確認した。 

 

３．情報学研究推進室による研究力強化及び外部資金獲得の支援 

 情報学部及び総合科学技術研究科情報学専攻では、情報学研究推進室を設置し、研究力強化 

と外部資金獲得の支援を行っている。第４期中期計画において、「情報応用科学」が重点研究 

分野の１つとなったことを契機に、令和４年度から学長裁量経費を得て、学部・専攻単位のリ 

サーチ・アドミニストレーション（FRA：Faculty Research Administration）を展開し、研究 

力の機能強化を推進している。こうした取り組みの進展を踏まえ、令和７年度には、情報学部・ 

総合科学技術研究科情報学専攻内にFRAオフィスを設置し、所属教員間の有機的な連携を促進す 

るとともに、チーム型研究の創発に向けた具体的施策を本格的に実施した。その結果、学部・ 

専攻内に教員間の共同研究プロジェクトが２件萌芽し、そのうち１件は外部研究費への申請に 

至っている。さらに、FRAオフィスにおいて学部・専攻内共同研究創発のためのマネジメント手 

法を整理し、FRA活動自体を研究プロジェクトとして展開することで、その効果の向上を図って 

いる。 

４．地域連携推進室による、学部独自の地域連携についての取組等 

(1)地域連携についての学部独自の取組 

情報学部及び総合科学技術研究科情報学専攻では、平成18年に地域連携推進室を設置して以

降、「IT教育支援ボランティア」及び「IT講師補佐ボランティア」の派遣、「情報学部公開講

座」の開催等、地域連携に関する学部独自の取組を継続的に実施している。令和7年度において

も、これらの取組を実施した。 

(2)地元の小中学生の科学に対する好奇心、探究心の養成 
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浜松市及び地元企業等と連携し、「浜松ITキッズプロジェクト」を実施し、体験型・実践型 

の課外IT講座を提供した。これにより、地元の小中学生の科学に対する好奇心及び探究心の養

成を図った。また、地域の小中学校に対して、情報教育支援を目的とした学生ボランティアの

派遣を行い、授業補助や実習支援等を実施した。さらに、「令和7年度浜松市と大学との連携

事業～大学生による講座」として、小学生から中学生の初心者を対象としたScratchによるプ

ログラミング体験講座を2回、小学校5～6年生を対象としたドローン体験講座を1回実施した。 

(3)静岡県内高等学校との連携 

静岡県内の高等学校との連携として、探究学習の推進及び数理・データサイエンス教育の充

実に向けた取組を実施した。具体的には、静岡県立静岡高等学校及び静岡聖光学院中学校・高

等学校の生徒を対象に講演を行うとともに、静岡県立御殿場高等学校の生徒及び教員に対して

指導・助言を行った。さらに、浜松聖星高等学校、静岡県立御殿場高等学校、静岡県立科学技

術高等学校、静岡県総合教育センターの参加者と、情報技術を活用した探究学習の推進に関す

る意見交換を実施した。 

加えて、静岡県教育委員会教育DX推進課から、令和８年度以降の学校教育情報化施策に関す 

る「静岡県学校教育情報化推進計画」について意見を求められ、これに対応したほか、同教育

委員会教育部長との意見交換を行った。 

(4)浜松市社会福祉協議会との連携 

浜松市社会福祉協議会との包括連携協定に基づき、連携体制を維持している。令和７年度に 

おいては、協定に基づく枠組みのもとで情報共有等を行ったが、当該年度においては講師派遣

等の具体的な要請はなかった。 

(5)「高校生探究・情報コンテスト」開催 

高等学校における探究学習の推進を目的として、「高校生探究・情報コンテスト」を開催し 

た。令和７年度は、発表件数53件（発表申込件数144件）、発表参加生徒数134人（登録数）、

参加高校数27校であった。本コンテストは、高校生による探究学習の成果発表の場として機能

するとともに、生徒間及び教員間の交流・情報交換の機会を提供した。 

(6)アイデアソン及びデータソンの実施 

地域課題の解決に向けた取組として、昨年度に引き続き、アイデアソン及びデータソンを実

施した。本取組は、「防災×データ可視化」をテーマに、オープンデータを活用した地域防災

力の向上を目的として実施したものであり、静岡大学情報学部を主催とし、静岡県及び浜松市

との共催により、静岡大学の学生及び高等学校の生徒等が参加した。アイデア創出とデータ活

用を組み合わせた実践的活動を通じて、地域課題に対する解決方策の検討を行った。 

 

総合科学技術研究科（情報学専攻）・情報学部セグメントにおける事業の実施財源は、運営

費交付金収益 511 百万円（32.3％）、学生納付金収益 736 百万円（46.5％）、受託研究・共同

研究・受託事業等収益 189 百万円（11.9％）、その他 144 百万円（9.1％）となっている。 

また、事業に要した経費は、教育経費 150 百万円、研究経費 83 百万円、教育研究支援経費 2

百万円、受託研究・共同研究・受託事業費 147 百万円、人件費 717 百万円、一般管理費 8 百万

円などとなっている。 
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④ 総合科学技術研究科（理学専攻）・理学部セグメント 

 本セグメントは、理学部及び総合科学技術研究科理学専攻から構成されており、各部局の目

的は次のとおりである。 

  理学部 

理学の各専門分野において確かな基礎学力をもつと同時に、幅広い教養を身につけた

研究者、技術者、教育者等として社会に貢献できる人材育成を目的とするほか、創造

理学（グローバル人材育成）コースでは専門分野の基礎知識のほか、英語による情報

収集と自ら発信する国際感覚を持ち、修得した知識及び技術を社会に活かし、活躍で

きる人材の育成を目的とする。 

  総合科学技術研究科理学専攻 

高度な科学技術社会の中で、基礎科学に基づいた問題解決能力を有する人材の育成を

目指し、社会の多様なニーズに応えるための洞察力、適応力、行動力を養う教育研究

を行うことを目的とする。 

 

 理学部及び総合科学技術研究科理学専攻は、令和７年度において以下の事業を行った。 

１．持続可能性、地域課題、国際化、社会ニーズを意識した理学部の教育研究活動の推進 

本年度は、「応用基礎レベル」に認定された「実践データサイエンス力育成プログラム」に 

おいて、初めて修了者を輩出する年度であった。修了者数は目標値20名に対し19名であり、修

了者輩出の初年度としては概ね計画どおりの成果を得た。履修者数については、申請時に設定

した目標値（1年次230名、2年次60名、3年次20名）に対し、それぞれ約250名、約100名、約20

名であり、目標水準を達成または上回った。特に、２年次科目「アルゴリズムとデータ構造」

について、前年76名から107名へ増加、３年次科目「数理データサイエンス」についても36名か

ら49名へ増加した。また、コア科目「数理データサイエンス実践演習」について、予定枠20名

に対して20名であった。以上のことから、履修者数の推移は「応用基礎レベル」申請書に記載

した計画に沿ったものとなった。さらに、藤枝市情報デジタル推進課と協働し、藤枝市が抱え

る課題を題材とした特別講義「データサイエンスによる地域課題探究」を昨年度から継続して

開講した。この講義を、「数理データサイエンス実践演習」の履修者のうち8名（前年度7名）

が受講し、受講生は、2026年３月５日に藤枝市の担当者に対して最終発表を行い、講評を受け

た。 

 

２．未来の理工系人材育成の推進及び地域社会の理工系マインドの醸成 

（１）「体験！サイエンスラボ in 静岡」の企画及び実施 

 本企画は、理学部の研究室での実験・研究体験や高校生と大学生の座談会を通じて、サイエ 

ンスの現場への理解を深めることを目的としている。開催実績は下に示す表のとおりである。 

令和７年度のアンケート（回答数119）では、進路選択に「とても役に立った」66％、「役に立

った」33％、「あまり役に立たなかった」1％、「全く役に立たなかった」0％であり、高い評価

を得た。進学先については、「理学部への進路を希望している」31％、「理学部への進路を検

討したい」35％であり、大学訪問型の体験イベントが進路選択に強い影響を与えることが確認

された。さらに、高大連携の一環として、令和７年度の数理・データサイエンス教育で実施し

た藤枝市のデータ分析成果を藤枝東高校で発表し、高校との連携深化を図った。 
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⑤ 総合科学技術研究科（工学専攻）・工学部セグメント 

        

 

（２）「サイエンスカフェ in 静岡」の実施 

 平成18年度にオープンした「サイエンスカフェ in 静岡」は20年目を数え、令和７年度の第 

40シーズン（令和７年３月から７月まで）及び第41シーズン（令和７年９月から令和８年１月

まで）では、理学部の５学科から６名、他学部から４名の講師を招聘し、合計10回（182話から

191話まで）実施した。 

（３）「未来の科学者養成スクール」の実施 

高校１年生、２年生を対象とした理工系教育プログラムである「未来の科学者養成スクール」 

を理学部教員が実行委員長となり実施した。JSTのグローバルサイエンスキャンパス事業に採択

され４年目となる本事業では、令和７年度は104名が受講し、研究者としての基礎的素養を身に

付けるとともに、関係する分野の各学部の教員の指導のもと、自身の興味に基づく研究を行っ

た。 

 

 

総合科学技術研究科（理学専攻）・理学部セグメントにおける事業の実施財源は、運営費交

付金収益 680 百万円（39.7％）、学生納付金収益 708 百万円（41.3％）、受託研究・共同研究・

受託事業等収益 91 百万円（5.3％）、補助金等収益 206 百万円（12.0％）、その他 26 百万円

（1.5％）となっている。 

また、事業に要した経費は、教育経費 219 百万円、研究経費 160 百万円、受託研究・共同研

究・受託事業費 58百万円、人件費 879 百万円、一般管理費 30 百万円などとなっている。 

 本セグメントは、工学部及び総合科学技術研究科工学専攻から構成されており、各部局の目

的は次のとおりである。 

  工学部 

豊かな教養と感性を育む教養教育及びものづくりを基盤とし実学を重視した専門教

育を通じて人材を育成することを教育の目的とし、地域社会・産業と連携して、工学

及び技術を中核とした研究開発を推進することを研究の目的とする。 

  総合科学技術研究科工学専攻 



23 
 

ものづくりを基盤とした体系的な専門教育を通じて人材を育成することを教育の目

的とし、地域社会・産業と連携して、工学及び技術を中核とした研究開発を推進する

ことを研究の目的とする。 

 

 工学部及び総合科学技術研究科工学専攻は、令和７年度において以下の事業を行った。 

１．教育力強化への取組 

 工学部では、優秀な学生の確保及び大学院進学率向上のため、学士－修士接続プログラムを

導入している。令和８年度後学期から３年生を対象とした「卒業研究入門」による早期研究室

配属が始まるため、本年度はそれに向けての選抜方法や大学院科目の早期履修制度を中心に関

連内規の整備を実施した。 

 工学部に導入されている英語e-learningシステムの有効活用のため、オンデマンド動画によ

り英語学習法及びTOEICスコア向上セミナーを実施した。また、英語e-learningシステムの更新

時期であったため、複数の英語e-learningシステムの比較検討結果をふまえて、学生の英語力

向上により効果的だと考えられる新システムの導入を決定し，2026年度から新システムに移行

することとした｡また、英語担当教員に使用法や活用法の講演会を開催した｡ 

 前年度に続き、授業課題提出における剽窃防止のため、工学部独自に「正しいレポートの書

き方と引用のしかた」を学生便覧（CHECK ME）へ掲載し、学生に周知した。 

 医工情連携による次世代産業の創出につながる競争力の高い教育・研究を目指して、浜松医

科大学との連携を強化するため、静岡大学・浜松医科大学『医・工・情報連携ワークショップ』

を８月に開催し、浜松医科大学医学部医学科、同学部看護学科、静岡大学工学部、静岡大学情

報学部から計24名（うち工学部７名）の学生が参加した。 

 キングモンクット工科大学ノースバンコク工学部（タイ）とは部局間協定を新規に締結し、

カレル大学理学部（チェコ）、国立中央大学工学部（台湾）とは部局間連携協定を更新し、教

職員及び学生の交流のための国際連携強化を図った。 

 総合科学技術研究科工学専攻では、同研究科情報学専攻とともにものづくり人材の育成を目

指して「産業イノベーション人材育成プログラム」を実施し、11月に産業イノベーション創造

演習の発表会を兼ねて産業イノベーション人材育成プログラム・シンポジウムを実施した。ま

た、医工学の発展やカーボンニュートラルの推進を担える人材の育成のため、医工学プログラ

ムとカーボンニュートラル推進人材育成プログラムを実施した。 

 

２．研究力強化への取組 

 学長裁量経費を活用した「国際研究ネットワーク構築による研究力推進事業」と「医工情連

携によるイノベーション創出推進事業」を推進し、それぞれ８件と４件のプロジェクトを支援

した。国内外の共同研究ネットワークの構築と外部資金獲得、及びIF（Impact Factor）値の高

い学術誌への投稿につながっている。 

 研究シーズ情報を整備し、国内及び海外への情報発信を行った。また、本学において採択率

の高い研究助成を中心とし、民間財団からの研究助成についての情報を提供した。 

 学長裁量経費によりSSSV（Short Stay Short Visit）事業を実施し、９グループ(13研究室)

の海外研究室間交流を採択した。10月16日に事前研修を行い、学生は、海外渡航における安全

の確保と保険加入、英語での研究プレゼンテーション方法などを学んだ。各グループは５日以

上の期間で海外研究室と交流を深め、研究会を実施した。1月22日にSSSVに参加した全グループ
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と学生が参加し、浜松キャンパスS-port1Fエントランスホールにて報告会を実施した。参加し

た工学部・工学専攻学生数：47名(内海外派遣：37名，受け入れ対応：10名、来日外国人学生：

5名) 

 科研費獲得促進のため、科研費獲得セミナーを実施した。また、科研費調書に対してコメン

トしあう会を開催し、好事例を共有した。さらに、希望者に対して、科研費調書の添削を実施

した。 

 共創力による工学部の研究強化を目的とし、領域会議開催に合わせた各系列所属教員による

研究紹介を実施した。また、各種の競争的資金の獲得を目指し、競争的資金の獲得経験の紹介

や、JSTによる事業紹介を実施した。 

 

３．地域貢献・社会連携に関する取組 

 地域の高校生の理工系進学への一助となるよう、工学に関する実験実習講座を開講した。４

つの実験テーマを用意し、浜松南高校、磐田南高校、豊橋東高校の３高校の生徒計約100名が参

加し、各テーマに取り組んだ。 

 地域の中学生の進路選択の一助となるよう、浜松西高等学校中等部生140名を招き、工学科目

や教養科目の模擬授業を実施するとともに、７研究室を見学した。 

 工学部広報の強化と共同研究推進のためのシーズ情報発信として、教員の研究シーズ一覧を

工学部のウェブサイトで公開している。 

 浜松ダヴィンチキッズプロジェクト推進による理科教育啓蒙活動を行った。 

 スズキ株式会社及びスズキ寄附講座との協力により、将来の輸送産業を学び考える「次世代

モビリティ工学概論」の授業を実施した。 

 地域の女子中高生が工学分野への興味を高めるため、女子中高生進路選択セミナーを実施し

た。このセミナーではスズキをはじめとする女性技術者や現役女子工学部生による座談会を開

催し、地域の女子中高生や保護者等約30名が参加した。 

 株式会社ソミックトランスフォーメーションと共同で、作業支援ロボット「SUPPOT」を浜松

キャンパス内で運用を行うこととした。構内を自動運転ロボットが走行することにより、学生

が先進技術に触れる機会とし、新たな研究や学生のアクティブラーニングにつなげる。 

 超小型衛星STARS-Me2の打ち上げについて、パブリックビューイングを行い、小中学生へ宇宙

工学への関心を高める機会とした。 

 

総合科学技術研究科（工学専攻）・工学部セグメントにおける事業の実施財源は、運営

費交付金収益 1,446 百万円（34.0％）、学生納付金収益 1,882 百万円（44.2％）、受託研

究・共同研究・受託事業等収益 452 百万円（10.6％）、寄附金収益 206 百万円（4.8％）、

その他 268 百万円（6.3％）となっている。 

また、事業に要した経費は、教育経費 444 百万円、研究経費 382 百万円、教育研究支援

経費 4 百万円、受託研究・共同研究・受託事業費 340 百万円、人件費 1,864 百万円、一般

管理費 73 百万円などとなっている。 
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⑥ 総合科学技術研究科（農学専攻）・農学部セグメント 

 本セグメントは、農学部、総合科学技術研究科農学専攻及び山岳流域研究院から構成され

ており、各部局の目的は次のとおりである。 

  農学部 

人間社会と直結したフィールド科学と基礎科学を修得し、農学の幅広い専門分野を俯

瞰でき、かつ、相応の専門性を有するとともに人間と自然の共存する循環型社会の構

築を目指し、地域活性化への貢献とグローバル社会に適応できる総合力を備えた人材

の育成を目的とする。 

  総合科学技術研究科農学専攻 

東海地域の豊かな環境や資源を背景に、環境・バイオサイエンスを基礎として衣食住

を充足するための学理や技術を深化させた教育と研究を行い、地域や国際社会の持続

的発展に貢献できる人材の養成を目的とする。 

  山岳流域研究院 

自然科学を中心に経済・社会も視野に入れた幅広い分野にわたる教育と研究を

行うことにより、自然科学に対する専門知識だけでなく、合意形成能力、経済・

社会に対する視野を併せ持ち、山岳流域における自然生態系の喪失や、災害の多

発、中山間地の過疎化と産業衰退などの流域が有する課題を解決できる人材を

養成することを目的とする。 

 

 農学部、総合科学技術研究科農学専攻及び山岳流域研究院は、令和７年度において以下の事

業を行った。 

１．教育に関する取組 

 株式会社ノダと連携協定を締結し、「Nature Positive（自然再興）」をテーマとした農学教

育を開始した。環境科学・生物資源・地域創生を横断する教育内容とし、産学連携による実践

的教育を実施した。国際的視野を有する人材育成を目的として、タイ王国キングモンクット王

立工科大学において海外フィールドワークを実施し、学部生20名が参加した。現地見学、講義

及び意見交換を通じて、熱帯地域における農業生産及び社会条件について理解を深めた。地域

連携型教育として「農業環境演習」を実施し、静岡市葵区にある大代地区において住民と協働

した農作業及び地域活動を行った。履修学生に対して農業環境リーダー認定制度を運用し、令

和７年度は５名に称号を授与した。藤枝フィールドでは自動草刈りロボット及び高度環境制御

機器を備えたハウスを整備し、スマート農業に関する教育を行った。天竜フィールド及び南ア

ルプスフィールドではドローン及びレーザースキャナを用いた三次元森林データの取得を行

い、デジタル技術を活用した教育研究を実施した。海外大学及び国内他大学の学生を含む国際

フィールド実習を実施し、28名が参加した。また、森林技術者育成事業の講習会を天竜フィー

ルドで実施し、森林管理に関する実務者30名が参加した。山岳流域研究院では分野横断型教育

を実施し、修士（流域学）取得者９名を輩出した。また、山岳科学公開シンポジウム（令和７

年12月14日、甲府市、参加者95名）、セミナー「流域で、視る」（令和７年８月21日、静岡市、

参加者52名）及び社会人リカレントセミナー（令和７年12月６日、静岡大学、参加者23名）を

実施した。 

 

２．研究に関する取組 
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 研究戦略推進室を中心として研究環境の整備を行った。学内サバティカル制度により教員の

教育及び委員業務の負担軽減を図り、研究時間を確保した。科研費採択数及び採択率向上を目

的として申請書作成支援を18名（21件）に対して実施した。また、汎用性の高い実験機器の共

有化及び維持管理を行った。山岳流域研究院では、研究者及び実務者を対象とした森林保全手

法に関する現地見学会及び講習会を実施し、28名が参加した。 

 

３．産学官連携に関する取組 

 第４期中期目標・中期計画に基づき、「食品分析室」の運営を継続して実施した。食品分析

室を農学部の附属施設として位置付け、受託料金を定めて分析業務を開始した。脂肪酸、有機

酸、アミノ酸、一般成分、食物繊維、ビタミンＥ及びリンの各分析項目について価格設定を行

った。また、食品分析室の規程及び受託分析サービスの利用規約を制定し、利用に際しての秘

密保持体制を整備した。さらに、本サービスの周知を図るため、ウェブサイトによる案内を開

始するとともに、産学連携支援課の定型的試験制度を活用して受託分析サービスを開始した。

令和７年度の実績は、受託分析件数５件／年、受託依頼企業数５社／年、相談件数12件／年で

あった。 

静岡県の寄付講座（CNF社会実装）を受け入れ、植物繊維利用によるカーボンニュートラル実

現に向けた技術開発に取り組み、共同研究及び学生指導を行った。本学部の研究成果を活用し

た自動車向け材料開発を推進し、その成果を「ふじのくにセルロース循環経済国際展示会」に

おいて発表した。静岡県、静岡大学農学部及び静岡県農林環境専門職大学による先進的農業推

進協議会を開催した。また、東海バイオコミュニティ推進協議会代表者会に参画し、地域産業

との連携を進めた。 

 

４．施設整備及び教育環境の整備 

 学生の就職活動及びインターンシップへの対応として、同窓会と連携し遠隔面接に対応可能

な個人ブースを各階に設置した。また、同窓会及び援護会と連携して整備した交流スペース

「Terra×Link」にプロジェクターを設置し、オープンセミナー等に利用できる環境を整備した。

さらに、大学内において先駆的にサイネージ広告の運用を開始し、施設の有効活用による自己

収入の確保を図った。 

 

５．広報に関する取組 

 教員の専門分野及び研究内容を紹介する学部案内冊子「Professors 農学部教員図鑑」を制作

し、教育研究活動に関する情報発信を行った。 

  

総合科学技術研究科（農学専攻）・農学部セグメントにおける事業の実施財源は、運営費交

付金収益 519 百万円（33.7％）、学生納付金収益 587 百万円（38.2％）、受託研究・共同研究・

受託事業等収益 235 百万円（15.3％）、寄附金収益 87 百万円（5.7％）、その他 108 百万円

（7.0％）となっている。 

また、事業に要した経費は、教育経費 185 百万円、研究経費 119 百万円、受託研究・共同研

究・受託事業費 174百万円、人件費 676 百万円、一般管理費 35百万円などとなっている。 
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⑦ グローバル共創科学部セグメント 

 本セグメントは、グローバル共創科学部から構成されており、同学部は、『地球規模の課題

から地域社会の課題に至るまで、社会的課題が多様化・複雑化する現代社会の状況を踏まえ、

多様な人々と協働し、人文・社会科学から自然科学に至る幅広い知をつなげることを通じて、

複眼的な視点から社会的課題を的確に捉え「総合知」を創造し、未来社会を活力と魅力溢れる

ものとしてデザイン・構想できる共創型人材を育成すること』を目的としている。 

 

 グローバル共創科学部は、令和７年度において以下の事業を行った。 

１．グローバル共創科学部の設置 

 令和５年４月にグローバル共創科学部を新設し、第１期生115名（入学定員115名）及び第２

期生115名が入学した。「設置の趣旨等を記載した書類」に記載した学部設置の目的を達成する

ために以下の組織と施設の整備に取り組んだ。 

（１）文理融合型教育を担う教員組織の強化 

 未来創成本部事業により令和４年度に３名、令和５年度に３名の教員をグローバル共創科学

領域所属として採用した。また、令和５年度には、領域間異動により令和５年度に１名、転出

した教員の後任人事により１名の教員を本学部主担当として採用した。加えて、令和６年度に

も未来創成本部事業により３名を採用し、令和７年度には、転出した後任人事を行い、１名の

教員を採用（令和８年４月着任）した。 

（２）協働・共創の取組を加速するための施設・設備の整備 

 共通教育Ｄ棟１・４階に学生リフレッシュルーム、教員居室、事務部、学部長室を整備した。

共通講義棟周辺整備計画の検討に際し、共通講義棟周辺へ産官学民連携を行うために必要な諸

機能を集約し、そのハブをグローバル共創科学部が担うことにより、協働・共創の取組を加速

する構想をとりまとめ、財務施設部との協議を開始した。 

 令和６年度には、全学共同利用スペースとして共通教育Ｃ棟２・３・５・６階と共通教育Ｄ

棟１・２階の部屋を数か所使用できることとなり、新任教員の研究室、実験室及び学生の共同

研究室等のために整備した。また、共通教育Ｄ棟の改修工事も実施して、協働・共創の取組を

加速するための施設・設備の整備をした。 

 令和７年度には、全学共同利用スペースを引き続き使用するとともに、改修工事を行った共

通教育Ｄ棟の学部共同利用スペース（会議室、セミナールーム等）の整備を行った。 

 

２．教育に関する取組 

 特色ある教育のためのカリキュラム運営体制の確立のために、以下の体制・制度整備に取り

組んだ。 

（１）特色あるカリキュラムに対応する修学サポート体制の整備 

 第１期生の不安に寄り添い、文理融合型・社会課題先行型という特色あるカリキュラムによ

る学びが軌道に乗るよう、「学びのアドバイザー」制度の運用を通して、学生のサポート体制

を構築した。また、令和７年度から開始されるコース分属の仕組みを検討し、第一期生のコー

ス分属（国際地域共生学コース47名、生命圏循環共生学コース26名、総合人間科学コース42名）

を実施した。 

（２）全学的な留学促進のための派遣先開拓と経済支援の導入 

 国際連携推進機構の協力を得て、短期派遣先を検討・開拓（オーストラリア・ウーロンゴン
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大学等）した。開拓した留学先（ウーロンゴン大学）は、全学部の学生へ開放して提供し、令

和５年度では本学部生と合わせて18名の学生が春季短期留学を実施し、令和６年度の夏季短期

留学では、21名の学生が留学した。 

また、未来創成基金及び学長戦略運営経費を活用して学生への経済的支援策を令和６年度も

引き続き導入・実施し、さらに、国際連携推進機構とも協力してJASSO海外留学支援制度（協定

派遣）の奨学金を申請・獲得して、令和６年度の春季短期留学での支援を実施した。 

なお、令和７年度に開始される長期の海外研修（課題意識・目的意識が強めで、帰国前後の学

びと連続性のある留学）に向けて、派遣先10機関（プログラム）の開発を目標として開拓を行

ってきた結果、令和７年度は６つのプログラム（バングラデシュ、韓国、イタリア、アメリカ

（カリフォルニア）、アメリカ（グアム）、オーストラリア）を実施することとなり、他学部

の学生にも開放して行った。 

（３）フィールドワークの実施体制の整備 

 令和６年度より開始された「コラボラティブ・ワークス」について、社会課題の理解・探究・

解決を現場で学ぶための実施方針を策定し、授業を担当予定の教員が、受け入れ先団体・企業・

地域組織などとの調整を行い、10のテーマ（ワーク）を準備して、学生への説明会等を丁寧に

実施した。結果、令和６年度前期に開講した「コラボラティブ・ワークスⅠ」（前期）、「コラ

ボラティブ・ワークスⅡ」では、当初予想を大きく上回る学生が履修した。さらに、令和７年

度からは３年生が履修する「コラボラティブ・ワークスⅢ」（前期）、「コラボラティブ・ワー

クスⅣ」（後期）も開始し、前期に開講している「コラボラティブ・ワークスⅠ」は前年度を

上回る109名、「コラボラティブ・ワークスⅢ」には62名の学生が履修登録し、12のテーマ（ワ

ーク）でのフィールドワークにて、地域の方々と連携して多面的なアプロ－チに取り組んだ。 

（４）文理融合型・社会連携型カリキュラム・マネジメント手法の構築 

 本学部の特徴ある文理融合・社会連携型カリキュラムについて、学内他部局を巻き込んだ評

価手法の開発と、共創型人材のキャリア開発と就職支援も視野に入れて学外ステークホルダー

の関与を求めるPDCAサイクルの確立のためにプロジェクトチームを立ち上げ、検討を開始し、

令和５年度には、組織整備で先行している共創系学部３大学（九州大学、愛媛大学及び新潟大

学）を視察するとともに、「高等教育における文理融合型カリキュラム・マネジメント」をテ

ーマとした講演会を実施し、現在の共創系学部におけるカリキュラム・マネジメントのあり方

やその設計・運用について学んだ。令和６年度には、全国の主要な共創系学部が一堂に会し議

論・提言を図るための「共創系学部合同カリキュラムセミナー」を開催し、大学教育課程にお

ける文理融合の実践やそこでの教育成果や組織的課題を共有した。令和７年度には、学外ステ

ークホルダーと文理融合・社会連携型の教育・研究の成果と課題を共有し、「総合知」を活用

できる人材育成の改善に活用するため、また、令和６年度末に実施した「共創型人材ニーズ調

査」の結果を共有した上で、共創型人材の意義や必要性に関する社会全体の理解を促進するた

め、「共創型ステークホルダーズ・ミーティング」を７月に開催し、３月には文理横断・融合

型としての卒業研究の在り方についてをテーマに「第２回共創系学部合同カリキュラムセミナ

ー」を開催した。 

 

３．研究に関する取組 

（１）学内で共創型研究を促進する事業の開始 

 令和５年度に「共創型研究推進事業」を創設し、専門分野が大きく異なる複数の教員からな
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り、共創型研究を実施しようとしているグループに研究費の支援を実施する事業を開始した。 

グローバル共創科学部以外の教員から構成されるグループも支援対象とすることで、全学的な

共創型研究の促進を目指し、令和５年度には応募があった７件に対して支援を行った。なお、

令和６年度には、未来創成本部の支援の下で「共創型研究推進事業」を実施しており、前年を

上回る11件の研究グループに支援を行った。令和７年度においても支援実施を行っており、未

来創成本部支援の下で９件の研究グループに支援を行った。 

 また、令和５年度に「第１回静大100人論文プロジェクト」を開始した。研究者が所属や専門

分野の垣根を超えて、自由闊達に対話する機会とすることで、異分野交流が促進され、新たな

発想が生まれることが期待され、令和６年度及び令和７年度も、引き続き実施した。 

 これら事業は、今後も発展的に継続して規模と参加者を拡大させていき、イノベーション社

会連携推進機構、研究戦略機構（担当理事、URA）との連携を通して、文理融合型の研究を企業、

行政、市民社会へと開いていく予定である。 

（２）共創型研究を実践するための外部資金獲得の取組 

 スポーツによる共創社会構想（大学スポーツ資源を活用した地域振興モデル事業）、セルロ

ースナノファイバー技術を用いた環境教育（環境研究総合推進費）、清水港地区のまちづくり

（COI-NEXT）などをテーマに、学部を跨ぐ複数領域の研究者と地方行政ほか学外関係者が協力

して申請を行うなど、学部の強みとなる研究課題を軸とした共創型研究に着手している。 

（３）学部研究力の強化 

 真の意味での共創型研究を展開するには、各教員個々の研究力強化が不可欠である。そこで

学部内に「研究戦略推進室」を設置し、各教員の研究力を分析するとともに、本年度の科研費

申請において申請支援を実施した。 

 また、令和６年度には、本学部の運営費交付金配分要領を改正し、教員研究経費を一律減額

するとともに、減額した予算を原資にして、科学研究費助成事業（科研費）に代表者として申

請する又は採択中の者には研究経費の追加配分を行うこととした。本対応は、令和７年度も継

続して実施しており、令和６年度の追加配分23名に対し、令和７年度は26名の教員に追加配分

を行っている。 

 

４．社会連携に関する取組 

（１）社会課題への取組のための地域社会との連携 

 学部の教育・研究の成果を地域社会へ還元するため、静岡駅南口駅前広場再整備検討委員会、

静岡市社会の大きな力と知を活かした根拠と共感に基づく市政変革研究会、魅力ある清水を創

る会など、地元静岡市の社会課題に取り組む主体に積極的に関わり知見を提供している。 

  

グローバル共創科学部セグメントにおける事業の実施財源は、運営費交付金収益 301 百万円

（48.4％）、学生納付金収益 224 百万円（36.0％）、受託研究・共同研究・受託事業等収益 33

百万円（5.3％）、その他 62百万円（10.0％）となっている。 

また、事業に要した経費は、教育経費 80百万円、研究経費 27 百万円、受託研究・共同研究・

受託事業費 29百万円、人件費 433 百万円、一般管理費 5百万円などとなっている。 
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⑧ 創造科学技術大学院セグメント 

 本セグメントは、創造科学技術大学院から構成されており、同大学院は、『深い専門知識を

有する高度先端技術者及び研究者を養成し、世界をリードする研究を実践すること』を目的と

している。 

 

 創造科学技術大学院は、令和７年度において以下の事業を行った。 

１．博士学生の教育研究関連事業 

（１）就学支援 

 博士学生の就学支援として、文部科学省国費留学生優先配置特別プログラムの採択を受け、

浜松及び静岡の両キャンパスへ優秀な留学生を迎え入れた。令和５年度まで実施した科学技術

イノベーション創出に向けた大学フェローシップ創設事業の後継として、令和６年度に次世代

研究者挑戦的研究プログラム（SPRING）に採択され、本年度も浜松・静岡両キャンパスで有望

な博士学生への就学支援を展開した。 

（２）プログラムとキャリア支援 

 環境リーダープログラムを実施し、プログラム修了生に環境マイスターの称号を授与した。

中東欧及びアジア諸国の大学とDDPの覚書を締結し、国際的な視野を有する博士人材の育成を進

めた。さらに、近隣大学、企業、学内研究所と連携し、博士教育の多角化と高度化を図った。

リサーチアシスタント、学生研究プロジェクト、英語学術論文発表支援、国際学会発表支援な

ど、博士学生の向上心を涵養する就学支援を行った。SPRING事業と関連させ、就職ガイダンス

やセミナーの開催、留学や海外研修の実施、博士インターンシップの推進等、博士キャリア事

業の充実を図った。さらに、就職情報の発信、企業マッチング及び面接指導、ニュースレター

の発行を実施した。大学・高専機能強化支援事業「高度情報専門人材の確保に向けた機能強化

に係る支援」の採択に伴い、令和７年度から情報科学専攻の定員を２名増員した。これにより、

情報科学専攻の社会人（第２新卒者含む）入学者からStudent Researcherを１名採用し、研究

費を支援した。 

 

２．国際シンポジウムの開催 

（１）Inter-Academia 2025（IA2025） 

 本学と中東欧の協定大学との学術人材交流の場であるInter-Academia 2025（IA2025）が令和

７年９月15日から５日間ハンガリーで開催され、共同研究の展開や共著論文の執筆等につなが

った。 

（２） International Conference on Nano Electronics Research and Education 2025

（ICNERE2025） 

  本学とインドネシア大学とのDDP協定をベースとした国際会議「第6回International 

Conference on Nano Electronics Research and Education（ICNERE）2025」を、電子

工学研究所の「第27回高柳健次郎記念シンポジウム」と合同で、10月21日から23日の3

日間の日程により浜松キャンパスで開催した。両大学の教員や研究者による基調講演や

ポスター発表が行われた。こうした国際会議開催等がDDP学生の入学に繋がっており、

令和８年度にはインドネシア大学から１名の国費留学生が入学予定である。 

（３）International Symposium toward the Future of Advanced Researches in Shizuoka 

University 2026（ISFAR-SU2026） 
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⑨ 光医工学研究科セグメント 

電子工学研究所、グリーン科学技術研究所及び大学院光医工学研究科と共に国際シンポジウ

ム「The 12th International Symposium toward the Future of Advanced Researches in 

Shizuoka University 2026（ISFAR-SU2026）」を令和８年３月６日にオンラインで開催し、博

士学生に国際的な学術交流の場を提供した。 

 

創造科学技術大学院セグメントにおける事業の実施財源は、運営費交付金収益155百万円

（39.0％）、学生納付金収益46百万円（11.6％）、受託研究・共同研究・受託事業等収益96百

万円（24.2％）、寄附金収益15百万円（3.8％）、補助金等収益84百万円（21.2％）となって

いる。 

また、事業に要した経費は、教育経費76百万円、研究経費112百万円、受託研究・共同研究・

受託事業費95百万円、人件費128百万円、一般管理費11百万円などとなっている。 

 

 本セグメントは、光医工学研究科から構成されており、同研究科は、『光医学と光・電子工

学両面に精通し、光医工学研究の推進に貢献し、基礎医学、臨床医学、予防医学を支える技術

を磨き、それを次世代に伝えられる人材の育成、あるいは技術の開発に貢献するとともに、学

術を探究し革新的技術や新規の学術領域を創造できる人材の育成』を目的としている。 

 

 光医工学研究科は、令和７年度において以下の事業を行った。 

１．JST次世代研究者挑戦的研究プログラム（SPRING） 

 令和６年度、創造科学技術大学院と共に申請したSPRING「静岡大学光医工学とグリーン科学

を基盤とした超領域博士人材育成プログラム」に採択されたことにより、令和３年度～令和５

年度に実施した科学技術イノベーション創出に向けた大学フェローシップ創設事業はSPRINGに

一本化された。これに併せ、博士人材を育成する対象をグリーン科学超領域分野に展開するこ

とにより、静岡キャンパスの博士学生にも支援対象を広げた。令和７年度も引き続き、浜松・

静岡両キャンパスの博士学生を対象に支援を行った。 

（１）SPRING支援学生の選考と支援の開始 

 審査委員会による令和７年度支援学生の募集・説明会・選考を通じて９名を採択し、支援（研

究奨励費220万円と研究費40万円）を行った。また、今年度修了見込みの支援学生を対象に、令

和８年度採用の育成助教１名を選考した。次いで、令和８年度支援学生を８名決定した。 

（２）支援体制の構築とキャリア開発・育成コンテンツの企画・実施 

 SPRING事業推進室が中心となり、海外留学・海外派遣研修、ジョブ型研究インターンシップ

推進協議会への登録、地域企業インターンシップ、博士キャリア・イノベーションセミナー及

びトランスファラブルスキルセミナー、メンターキャリア面談、企業交流会での研究紹介発表、

指定科目の履修、Journal Clubへの参加、フィールド調査実習、国際シンポジウムでの発表指

導を企画・実施した。 

 

２．国際シンポジウム（ISFAR2026）の開催 

 電子工学研究所、グリーン科学技術研究所及び創造科学技術大学院と共に国際シンポジウム
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⑩ 附属学校セグメント 

「The 12th International Symposium toward the Future of Advanced Researches in Shizuoka 

University 2026（ISFAR-SU2026）」を令和８年３月６日にオンラインで開催した。 

 

光医工学研究科セグメントにおける事業の実施財源は、運営費交付金収益 35 百万円

（54.7％）、学生納付金収益 10 百万円（15.6％）、寄附金収益 10 百万円（15.6％）、受託研

究・共同研究・受託事業等収益 8百万円（12.5％）となっている。 

また、事業に要した経費は、教育経費 4百万円、研究経費 18 百万円、受託研究・共同研究・

受託事業費 7百万円、人件費 33 百万円となっている。 

 本セグメントは、教育学部附属幼稚園、同附属静岡小学校、同附属浜松小学校、同附属静岡

中学校、同附属浜松中学校、同附属島田中学校及び同附属特別支援学校から構成されている。 

 附属学校は、「附属学校園と大学・教育学部及び地域の教育界・産業界等との連携協力を強

化し、先導的・実験的な教育研究を通してグローバル化、理数教育に対する地域のニーズに基

づく人材養成に取り組む。附属学校園と大学･教育学部との連携の下で、教育実習及び実践的な

教職科目の充実･強化に取り組み、より高い資質を備えた教員養成･研修に貢献する。附属学校

園と地域の教育委員会・学校園等との協力の下で、地域の教育モデル校として、知識の活用、

協調学習の推進等の今日的教育課題に対応した取組を行う。」ため、以下の取組を行った。 

 

１．附属学校園と大学・教育学部及び地域の教育界・産業界等との連携協力の強化 

 浜松小中学校では、小中一貫校として研究発表会を開催した。１＋３領域による小中一

貫全体カリキュラム構想（小中一貫エージェンシーベイスカリキュラム）における「My 

Life領域（道徳教育）」の実践研究の提案を行うとともに、授業公開を行った。１年間の

研究総括を研究紀要及び研究資料としてまとめた。 

静岡中学校では、３年生の探究の時間（週１時間程度）に教育学部の教員による授業を

行っている。令和７年度も、昨年度と同様、７講座を実施した。また「生徒のレジリエン

ス」の強化に向けて、教育学部の教員が生徒の分析・教職員への研修及び生徒向けの授業

を行っている。 

浜松中学校では、「皮膚カロテノイド測定器を用いた中学生の野菜摂取量増加のための働き

かけ―児童の眼障害抑制のための複合的な取組と良好な行動を起こしたくなる仕掛け作り」と

いう研究テーマで、養護教諭・家庭科担当を中心に聖隷浜松病院・常葉大学と連携して研究を

進めている。 

 

２．大学・附属学校園との連携や地域との連携による教員の資質向上 

（１）地域の教育委員会・学校園との連携による教員への研修の場の提供 

 浜松小中学校では、浜松市教育委員会、浜松市教育センターが行う「浜松市教職経験６

年次研修」を、施設一体となった浜松小中学校を会場にして実施した。 

静岡中学校では、静岡市教育センター指導主事を研究協議会の助言者として迎えたり、静岡

市教育センター主催の教育講座や、静岡市特別支援センターの研修会に教員が参加するなどし
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て、静岡市教育委員会との連携を強めている。 

 島田中学校では、これまで、島田市及び藤枝市並びに焼津市と連携協定を結んだことに

続き、令和７年度は掛川市と協定を締結した。このことにより、校内研修や教育研究会の

研究活動への講師派遣を行っている。そのほか、島田市においては、５年未満研修の対象

となる教員への授業づくりの支援を行った。また、志太地区の３市で構成される夏季研修

会での講師、助言なども行った。 

 幼稚園では、静岡市こども園課園長会が主催する「教員資質向上研修」の講師を行い、幼稚

園を会場に実施した。 

（２）３地区の地域連携室を中心とした地域連携の推進 

 浜松小学校では地域の自主研究サークルと連携し、算数科の研究サークル『アンサンブル』

の活動への会場提供、オンライン研修への支援等を進めた。 

浜松小中学校では、算数・数学・外国語・技術・美術など地域の研究サークルや団体と連携

し、会場提供、オンライン研修への支援等を進めた。また、大学の共同研究者、県西部の市町

教育委員会指導主事、小学校長、公立学校教員等との連携による共同研究を、研究発表会の公

開授業を通し、推進した。 

 静岡中学校では、静岡STEMアカデミーや静岡市数学同好会などへの会場提供をしている。令

和４年度より｢シズクリ（学校と企業を結ぶ法人）｣とのコラボレーションのもと、生徒や教員

が地域企業と連携し静岡を活気づける活動に参加している。また、令和５年度より｢しず部（学

校の部活動を支援する法人）｣への会場提供を行い、ダンス部、マーチング部への会場提供を行

っている。 

 幼稚園では、静岡県内のこども園、幼稚園との交流機会をもち、公開保育を行うことで、先

進園として情報を発信したり、意見交換を行ったりして、保育についての資質向上に繋げてい

る。 

（３）大学や公立校との連携による教材開発と授業力の向上 

 静岡小学校では、共同研究者として教育学部の教員、助言者として文部科学省の教科調査官、

公立校の校長、協力委員として公立校の教員と連携して、教科研や研究協議会を通して、教材

開発や授業力の向上を図るとともに、公立校に研究成果の発信を行った。 

また、令和３年度から掛川市立中央小学校と研究交流を継続し、相互に授業研究会に参加し

て、授業についての研修を深めるだけでなく、長期的にそれぞれの校内研究の展望等について

意見交換し、共に研究を深め合うことに取り組んだ。 

 

３．地域に開かれた理数系人材育成の推進 

 浜松小中学校では、令和７年度は、課外講座17回（参加人数357名）、課外活動等50回（参加

人数1387名）、教員研修・研究相談117回（716名）を開催し、計2,460名の参加者があった。ま 

た、「第10回小・中学生理科研究プレゼンテーションコンテスト」と「第13回MATHやらまいか」

を開催し、それぞれ予選122名、190名と決勝大会94名、29名（１名は体調不良により欠席）の

児童・生徒が参加した。 

当該年度中に本プロジェクトへの参加生徒は、第20回朝永振一郎記念「科学の芽」全国大会

入賞（本年度は初めて学校奨励賞受賞）、サイエンスキャッスル2025ワールド・関東大会入賞

など、外部団体による賞を15件受賞した。また、日本金属学会2026春期講演大会や第73回日本

生態学会大会などの学会で発表し、本プロジェクトの効果を示した。また、第３回トップガン
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⑪ 電子工学研究所セグメント 

卒業生による科学講座も実施し、トップガン卒業生が今もなお活躍していることで本プロジェ

クトの効果が持続していることを示した。 

広報では、本プロジェクトの活動と成果を開設するトップガンジャーナルを113号まで発行し、

成果の普及に努めた。令和８年３月に高校を卒業及び高校を卒業後４年経過した本プロジェク

ト経験者の進路調査を行った結果、理数系を中心に多様な分野を選択して大学院・大学に進学

していることがわかった。 

 

 

附属学校セグメントにおける事業の実施財源は、運営費交付金収益 911 百万円（89.0％）、

学生納付金収益 8 百万円（0.8％）、寄附金収益 56 百万円（5.5％）、補助金等収益 32 百万円

（3.1％）、その他 14 百万円（1.4％）となっている。 

また、事業に要した経費は、教育経費 224 百万円、教育研究支援経費 1百万円、人件費 1,298

百万円などとなっている。 

 本セグメントは、電子工学研究所から構成されており、同研究所は、『電子工学に関する学

理及びその応用の研究を行うこと並びに大学の教員その他の者で研究所の目的たる研究と同一

の分野の研究に従事する者に利用させること』を目的としている。 

 

 電子工学研究所は、令和７年度において以下の事業を行った。 

１．拠点としての取組や成果 

 「生体医歯工学」を研究対象とする東京科学大学生体材料工学研究所、東京科学大学未来産

業技術研究所、広島大学半導体産業技術研究所及び静岡大学電子工学研究所により、異分野連

携ネットワークを形成し、各大学研究所の強み・特長を活かし、機能融合することで生体医歯

工学分野の先進的共同研究を推進する体制を構築し、令和７年度は次の取組を行った。 

（１）共同研究公募 

 国内外から323件(うち本学研究所91件)の応募があり、310件(うち本研究所78件)の課題を採

択した。 

（２）第10回生体医歯工学研究共同研究拠点国際シンポジウム 

 開催日：令和７年10月30日・31日 

 広島大学が幹事校となり、対面形式で開催し、多岐の分野にわたり活発な議論が行われた。

（招待講演15件、ポスター発表123件、参加者326名（うち海外研究者24名）） 

（３）令和７年度生体医歯工学研究共同研究拠点成果報告会 

 開催日：令和８年３月３日 

 東京科学大学生体材料工学研究所を幹事校として対面形式で開催した。口頭発表８件、ポス

ター発表205件とともに、他の研究拠点の取組が２件紹介された。参加者は292名。 

（４）若手道場プログラム「テラヘルツ分光スペクトル計測実習」 

 開催日：令和７年12月８日から12日まで 

 生体医歯工学融合領域における若手研究者の育成を目的として実施し、共同研究先の若手研
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究者や大学院生の合計４名が参加し、光を応用した計測技術についての講義と実習を受講した。 

 

２．研究所本来の取組や成果 

 電子工学研究所は、「イメージセンシング・光計測」分野において、Ｘ線イメージング素子、

超高感度イメージセンサ、色忠実再現、近赤外イメージング素子、及びテラヘルツ素子等の開

発により、時空間、波長、強度における極限イメージングの追求を進めるとともに、「生体医

歯工学共同研究」においても多様な現象の可視化への対応や未知の領域の不可視現象の可視化

等に貢献している。また、平成29年の米国カリフォルニア大学アーヴァイン校・ベックマンレ

ーザー研究所（BLI）との学術交流協定締結以降、生体医療の基礎研究から臨床までカバーする

BLIとの共同研究を引き続き推進しており、生体医歯工学分野の研究を今後も加速する計画であ

る。なお、令和７年度は次の取組を行った。 

（１）第27回高柳健次郎記念国際シンポジウム 

 開催日：令和７年10月21日～23日 

 対面にて、第６回 International Conference on Nano Electronics Research and Education 

(ICNERE) 2025と合同開催し、ナノサイエンスの研究者による基調講演４件、高柳賞の前年度受

賞者による講演4件、分野別の口頭発表42件を行い、活発な討議の下、有意義な研究交流を行っ

た。参加者は163名（うち海外研究者43名）であった。 

（２）東北大学電気通信研究所との研究交流会 

 年に１回研究交流会を開催し、先端的コヒーレント波技術の基盤構築及びその応用に関する

研究を連携して進めた。 

 開催日：令和７年12月15日 

 内 容：口頭発表７件(電研３、通研４)、ポスター発表８件（電研６、通研２） 

 参加者：延べ21名 

（３）国際シンポジウム（ISFAR2026の開催）の開催 

 グリーン科学技術研究所、創造科学技術大学院、大学院光医工学研究科及び超領域研究推進

本部と共に国際シンポジウム「The 11th International Symposium toward the Future of 

Advanced Research at Shizuoka University (ISFAR-SU2026)」を令和８年３月６日にオンライ

ンで開催した。 

（４）電子工学研究所としての成果 

 論文数     ：108件（内、国際共著論文29件） 

 国際会議発表件数：200件 

 特許件数    ： 24件 

       内訳： 国内 ６件（出願） ６件（登録） 

           外国 ７件（出願） ５件（登録） 

 受賞件数    ： 22件 

 実用化された研究成果： 3件 

①橋口原教授（ナノビジョン研究部門ビジョン・インテグレーション分野）が東京大学生

産技術研究所と共同開発した高安定・高性能なエレクトレット（永久電荷材料）技術を

応用し、カリウムイオンをドープした非晶質シリカ（SiO2）を電極材料（エレクトレッ

ト）として用いる、高効率なMEMS（微小電気機械システム）振動発電素子を㈱鷺宮製作

所と共同で実用化した。 
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⑫ グリーン科学技術研究所セグメント 

②川人祥二教授（ナノビジョン研究部門イメージングデバイス分野）の研究成果（イメー

ジング技術）を応用し、TOPPANホールディングス社が3D TOFセンサ及び3D TOFカメラの

販売を開始した。 

③庭山雅嗣教授（生体計測研究部門生体医療計測分野）の研究成果である「空間分解近赤

外分光法計測技術」を応用し、リハビリ中の酸素状態を見える化できるワイヤレス装置

「ブロス（BROS: Brain Regional Oxygen Sensor）」を、新潟医療福祉大学、神戸市立

医療センター中央市民病院リハビリテーション技術部、㈱アステムと共同で実用化し

た。 

 

電子工学研究所セグメントにおける事業の実施財源は、運営費交付金収益 176 百万円

（30.8％）、受託研究・共同研究・受託事業等収益 333 百万円（58.2％）、寄附金収益 57

百万円（10.0％）、その他 4 百万円（0.7％）となっている。 

また、事業に要した経費は、教育経費 1 百万円、研究経費 119 百万円、受託研究・共同

研究・受託事業費 241 百万円、人件費 142 百万円、一般管理費 50 百万円などとなってい

る。  

 本セグメントはグリーン科学技術研究所から構成されており、同研究所は、グリーン科学に

関する学理及びその応用の研究を行うことを目的としている。 

 

 グリーン科学技術研究所は、令和７年度において以下の事業を行った。 

1．シンポジウムの開催 

（１） The 4th CNU-SU Joint Symposium の開催 

韓国の忠南大学校（CNU）と共催で「The 4th CNU-SU Joint Symposium」を令和７年８月１

日に韓国・忠南大学校（CNU、韓国・大田市）において開催した。本シンポジウムは、本学の

大学間協定学校であるCNUと令和3年度から始まったジョイントシンポジウムであり、４回目

となる今回は、11件の依頼講演と28件のポスター発表が行われ、研究成果や課題について活発

な議論が交わされた。学生による質疑応答も盛んで、互いの研究背景やアプローチの違いを学

び合う充実した時間となった。両大学の研究者や学生の交流が深まり、今後の共同研究の基盤

となる貴重な機会となった。 

 

（２）International Conference on Green Science & Technology（ICGST-2025）の開催 

令和７年11月17日から18日の２日間、インド・NIPERモハリにて「International Conference 

on Green Science & Technology（ICGST-2025）」が開催され、静岡大学は本会議の共同主催

機関として参加した。ICGSTは、グリーンサイエンス及び持続可能な技術の発展を目的とする

国際会議で、静岡大学が令和３年に第１回をオンライン開催したことから始まったシリーズ

で令和５年の第２回（マレーシア・UTMクアラルンプール）に続く今回は、インドでの初開催

となった。本学からは、グリーン科学技術研究所を中心に教員２名・学生６名が参加し、口頭

３件・ポスター５件の研究発表を行った。参加学生からは、国際的視野の拡大、他言語での説
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明力・質疑応答力の向上、海外の研究文化に触れることでの研究者像の具体化、国際会議での

発表準備の重要性（背景説明、質疑応答の準備）を実感したといった声があがった。これによ

り、高い教育効果が認められた。交流面では、セッションや懇親会での研究議論に加え、文化

的な交流も盛んに行われ、海外研究者とのネットワーク形成が促進された。 

 

（３）国際シンポジウム（ISFAR-SU2026）の開催 

電子工学研究所、グリーン科学技術研究所、創造科学技術大学院、光医工学研究科、研究戦

略機構及び未来の科学者養成スクールは共同で、「The 12th International Symposium toward 

the Future of Advanced Research at Shizuoka University (ISFAR-SU2026) - Joint 

International Workshops on Advanced Nanovision Science / Advanced Green Science / 

Promotion of Global Young Researchers on the basis of Interdisciplinary Domain 

Research -  」を令和８年３月６日にオンラインで開催した。このシンポジウムは、静岡大学

における研究と教育の多様性、国際性、革新性をより深めるという目的の下、平成26年度より

毎年開催され、今年度で第12回目を迎えた。148名の研究者と学生が参加し、情報科学、エネ

ルギーシステム、ナノビジョンサイエンス、ナノマテリアル、ベーシックリサーチ、環境・エ

ネルギー科学、統合バイオサイエンス、光医工学などの分野で研究発表が行われた。また、IITH

（インド工科大学ハイデラバード校）・N Venkata Reddy教授による基調講演の他、中国、タ

イ、フィリピン、インドネシア及びスロバキアの大学・研究機関から５名の招待講演者の講演

を実施した。オンライン形式での開催であったが、参加者間では活発な議論が交わされ、今後

のさらなる国際共同研究の推進やグローバルに活躍する次世代研究者の育成に資する有意義

な機会となった。 

 

２．グリーンサイエンスカフェの開催 

グリーン科学技術研究所は、研究者が夢や失敗談を交えながら最新の研究を紹介する「グリ

ーンサイエンスカフェ」を対面で開催した。このイベントでは、サトイモの利用方法などから

紐解く縄文時代の食生活、１種類の分子のみで構成された結晶による多様な応答性の仕組み、

私たちの暮らしを支える微生物のひみつ、酵素を使った、見えない溶液の中身の見破り方な

ど、多様なテーマが取り上げられた。小中学生から社会人まで幅広い年齢層が参加し、講義や

実験に熱心に取り組んだことで、科学への興味を深める良い機会となった。 

 

３．学会開催経費の支援 

グリーン科学技術研究所は、研究成果と学術情報の公開を促進するために、教員が主導する

学会の開催経費を支援する制度を展開している。この制度に基づき、間瀬教授が申請し、令和

７年11月28日に『第３回世界を変える分子の創出シンポジウム』が開催された。有機合成化学、

超分子科学、材料科学、生物化学など、化学分野における幅広い研究領域を横断的に結びつけ、

革新的な分子の創出を目指す場を提供することを目的とし、各分野の最前線で活躍する研究

者による最新の研究成果として、招待および一般を合わせて６件の講演が行われた。また、多

様な視点を共有し、次世代の研究課題や学際的な共同研究のきっかけとするべく、講演に続く

質疑応答や意見交換のセッションも活発に行われた。 
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⑬ 法人本部セグメント 

 

２．目的積立金の申請状況及び使用内訳等 

 

３．重要な施設等の整備等の状況   

（１） 当事業年度中に完成した主要施設等  

 

（２） 当事業年度中において継続中の主要施設等の新設・拡充 

 

（３） 当事業年度中に処分した主要施設等 

 

（４） 当事業年度中において担保に供した施設等 

グリーン科学技術研究所セグメントにおける事業の実施財源は、運営費交付金収益 107 百

万円（62.2％）、受託研究・共同研究・受託事業等収益は 57 百万円（33.1％）、その他 7百

万円（4.1％）となっている。 

また、事業に要した経費は、教育経費１百万円、研究経費 92 百万円、教育研究支援経費 2

百万円、受託研究・共同研究・受託事業費 55 百万円、人件費 114 百万円などとなっている。 

 法人本部セグメントは、事務局（総務部、企画部、財務施設部、学務部、学術情報部）によ

り構成されており、「『自由啓発・未来創成』の理念に基づき、地域の知の拠点に相応しい質

の高い教育と創造的な研究を推進し、とりわけ、諸学問の発展に貢献すること、人類が抱える

共通の課題に真摯に向き合うこと、地域社会とともに歩み発展することを、基本的な目標とす

る。第４期中期目標期間においても、分野ごとに基本的な目標を定め、主体的・能動的学習の

展開、教育の国際化、特定分野における世界的研究の推進、地域社会との連携を通して、高等

教育機関として社会的責任を果たす。」という大学の基本的目標等を推進した。 

  

法人本部セグメントにおける事業の実施財源は、運営費交付金収益 1,283 百万円

（72.2％）、寄附金収益 43 百万円（2.4％）、その他 452 百万円（25.4％）となっている。 

また、事業に要した経費は、教育経費 226 百万円、研究経費 92 百万円、教育研究支

援経費 26 百万円、人件費 2,004 百万円、一般管理費 357 百万円などとなっている。 

当期総利益 606 百万円を、中期計画の剰余金の使途において定めた教育研究の質の向

上及び組織運営の改善に充てるため、同額を目的積立金として繰越申請している。 

令和７事業年度においては、建物や設備更新等を進め、使途目的に沿って 99 百万円（固

定資産取得額 45 百万円、費用額 54 百万円）を取り崩した。 

該当なし 

該当なし 

該当なし 

該当なし 
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４．予算と決算との対比                      （単位：百万円） 

区分 
令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 

予算 決算 予算 予算 決算 決算 予算 決算 予算 決算 差額理由 

収入 18,164 18,845 19,085 20,051 18,801 20,480 18,671 20,061 19,377 19,087  

運営費交付金

収入 
9,195 9,199 9,104 9,412 8,953 9,372 9,372 9,205 8,950 9,756 

補正予算（物価・
人件費上昇対応）
等による増 

補助金等収入 649 623 435 583 422 717 374 564 346 1,328 補助金獲得の増 

学生納付金 

収入 
5,445 5,397 6,020 5,426 6,017 5,516 5.981 5,523 5,994 4,807 

授業料・入学料免
除の実施、適正な
定員管理 

その他収入 2,874 3,624 3,525 4,629 3,408 4,874 3,308 4,769 4,086 3,194 
受託研究費等及び
寄附金の獲得 

支出 18,164 18,060 19,085 19,109 18,801 19,860 18,671 19,288 19,377 18,089  

教育研究経費 15,245 15,422 15,340 15,415 15,185 15,384 15,215 14,843 15,497 15,061  

その他支出 2,918 2,637 3,744 3,694 3,615 4,476 3,456 4,445 3,880 3,028  

 収入－支出 - 784 - 942 - 620 - 772 - 997  

 

 

Ⅳ 事業に関する説明 

１．財源の状況 

 

 

２．事業の状況及び成果 

（１） 教育に関する事項 

当法人の経常収益は 19,675 百万円で、その内訳としては、運営費交付金収益 9,561 百

万円（48.6％（対経常収益比、以下同じ。））、学生納付金収益 6,032 百万円（30.6％）、受

託研究・共同研究・受託事業等収益 1,693 百万円（8.6％）、寄附金収益 569 百万円（3.0％）、

その他 1,818 百万円（9.2％）となっている。   

 令和７年度における教育に関する状況及び成果は、各セグメントにおける状況及び成果とし

て前記したもののほか、下記のとおりである。 

オンライン教育推進に係る体制の見直し 

オンライン教育推進室は、令和元年度から企画戦略担当理事、教育担当理事及び研究担当理 

事の３理事の下に、本学の教育、社会連携、国際化等に焦点を当て、情報通信技術を活用した

教育等の推進を目的として設置された。特にコロナ禍においては、授業教材動画の作成支援や

学生・教職員への各種情報提供など、オンライン教育の支援を行ってきた。 

令和６年度からは、教育担当理事の下にオンライン教育推進業務を一元化するとともに、大学

教育センターに教育企画・推進部門を設置し、各学部と連携しながら教育面での強化を図って

いる。 

令和７年度の具体的な取組みとしては、Google Classroomの全学展開及び研修会の実施、無

線LANアクセスポイントの増設、学務情報システムカスタマイズ、学生からの問い合わせ対応

を行うチャットボットの開発等が挙げられる。 
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（２） 研究に関する事項 

附属図書館における電子書籍の充実 

自宅からも利用でき、学生の主体的学習の支援となる電子資料拡充のため、令和３年度以降 

継続して学長裁量経費を獲得し、教員推薦や学生リクエストを踏まえた選定を行い、学生用電

子ブックの充実を図った。（学長裁量経費及び図書館資料費で385タイトル追加購入） 

 令和７年度における研究に関する状況及び成果は、各セグメントにおける状況及び成果とし

て前記したもののほか、下記のとおりである。 

プロジェクト研究所の拡充 

  令和元年より「プロジェクト研究所」を設置し、社会的要請の高い分野の研究や学際研究、

産学官連携、新分野の開拓などの推進を目指している。令和７年度は新たに８つの研究所が

設置され、合計38の研究所でプロジェクトが進行し、本学の特色を生かした学際的プロジェ

クト研究等を推進している。 

   【令和７年度に設置したプロジェクト研究所】 

・センサー情報処理研究所 

・ハイブリッドAIシステム研究所 

・ジオ福連携研究所 

・静岡海洋環境研究所 

・科学技術イノベーション教育研究所 

・イノベーション・スタンダード研究所 

・エコフェミニズム研究所 

・聞き書き・語りの森研究所 

令和７年度は、プロジェクト研究所の活動・成果を学内外に広く知っていただく機会として、 

シンポジウムをオンライン方式にて計２回開催した。４つのプロジェクト研究所の紹介を行い、

学外の企業、官公庁、教育機関等の関係者からも多くの参加があり、双方向において活発な意

見交換を行った。更なる地域連携及び産学官連携の強化、研究活動の活性化に向けて、今後も

引き続き開催していく。 

次世代研究者のためのプロジェクト研究所長育成プログラムの実施 

研究戦略機構では、第一三共株式会社「はばたく次世代」応援寄付プログラムに採択され、 

若手研究者を育成する新たな取組として「次世代研究者のためのプロジェクト研究所長育成プ

ログラム」を開始した。 

本プログラムの特色は、本学で既に行っている「プロジェクト研究所」という仕組み取組を 

活用し、独創的なアイデアを有する若手研究者が、分野融合型のプロジェクト研究所を設立す

る点にある。また、研究戦略機構はその設立および運営を支援している。令和６年度に引き続

き、令和７年度は、人文社会科学系から自然科学系までの幅広い研究テーマ６件に対して研究

費の配分を行うとともに、若手研究者のための異分野交流会を実施するなど、若手研究者が自

ら所長として分野融合型プロジェクト研究所を設立し、新たな研究分野を開拓できるよう、支

援を加速している。これらの取組により令和７年度には、若手研究者によるプロジェクト研究

所が新たに１件設立された。 

ジェンダード・イノベーション研究支援事業の実施 
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（３） 社会貢献に関する事項 

男女共同参画推進室は令和６年４月にダイバーシティ・エクイティ＆インクルージョン推進

室として拡充整備され、学長裁量経費により令和３年度から開始したジェンダーを無視しない

科学・技術開発（＝ジェンダード・イノベーション）を促進し、女性研究者の新しい活躍の場

の創出と企業等との連携を推進することを目的とする「ジェンダード・イノベーション研究支

援事業」について、引き続き同事業を実施する研究者に対して支援を行っている。 

令和７年度は、６件（新規２件、継続４件）を採択し、総額246万円の支援を行った。 

また、５月にはジェンダード・イノベーション研究支援事業の説明会・研究報告会を開催

し、支援制度の説明と前年度に支援制度を活用した研究者による成果報告を行った。 

電子ジャーナル転換契約の締結 

Elsevier社、Springer Nature社、Wiley社の３社と電子ジャーナル購読料とオープンアクセ

ス(ＯＡ)出版のための論文投稿料（APC：Article Processing Charge）を包括した契約「転換

契約」を令和６年度に引き続き締結した。これにより令和８年のオープンアクセス出版枠は合

計44本となり、本学構成員に安価でオープンアクセス出版を提供でき、研究成果の視認性向上

につながる。 

 令和７年度オープンアクセス支援実績 ：33本 

 令和７年度における社会貢献に関する状況及び成果は、各セグメントにおける状況及び成果

として前記したもののほか、下記のとおりである。 

静岡県東部での取組 

東部サテライトでは、令和２年７月の設置以来、学びの場、協働のパートナーを見つけ 

る場、仲間と出会う場といった「場」としての機能を果たすため、さまざまな取り組みを

行っている。令和７年度は、東部サテライトを拠点とした公開講座（全５回）の実施や、

地域住民による主体的な勉強会への支援、静岡キャンパスミュージアムと連携した子ど

も向けイベントなど、地域に根差した活動を展開した。 

東部サテライト近隣の住民有志が地域の歴史等について学ぶ「青羽根柿木大学」を令和 

６年１月から継続して実施しており、令和７年度は全５回を開催し、延べ368名が参加し

た。さらに、県内で事業展開する企業や団体が情報交換を行う「伊豆未来デザインラボ」

を開催し、企業同士のコラボレーションも生まれるなど、新たな連携の機会を創出してい

る。 

令和７年７月、東部サテライトは設置５周年を記念して、東部サテライトの研究成果や活動 

実績を分かりやすい形で公開し、また、学校帰りの子どもたちや地域の皆様が気軽に立ち寄り

交流する場となるよう、「ミニミュージアム」を開設した。また、「ミニミュージアム」の第

１回目の企画展として、７月11日から12月25日まで開設記念特別展「狩野川研究プロジェクト」

を開催した。 

令和２年度からは、西伊豆の静岡県松崎町を拠点に、松崎町、本学、松崎町観光協会及び伊 

豆半島ジオガイド協会の４者共同で、対話に基づく持続可能な地域づくりプロジェクト（2030

松崎プロジェクト）を推進している。本プロジェクトでは、対話を通じて次世代（中学生・

高校生）の願いを実現する地域社会の形成や、持続可能な新しい観光の創出を目指してい

る。令和12（2030）年に向けて目標（Goals）を設定し、チーム単位で活動を展開してい
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る。令和７年度は、交流会（１回）及びチーム活動成果の中間発表会（１回）を開催した

ほか、参加者・地域住民・観光客などが自由に交流できる場として、町内のコワーキング

スペースを活用した「ぷらっと2030カフェ」を実施し、課題共有や地域づくりのアイデア

出し等を行った（全８回・延べ211名）。令和８年３月には、チーム活動成果発表会を開催

した。さらに、松崎高校の「総合的な探究の時間」と連携し、高校生の地元理解や地域へ

の関心を高める学びの機会を提供している。また、高校生が地域の未来や自身のあり方に

ついて考え、共有する場として、令和４年度から「伊豆半島探究学習サミット」を開催し

ている。令和７年度は令和８年３月７日に実施した。 

 静岡県東部地域における持続可能な地域社会の構築を図るため、令和５年９月に沼津信 

用金庫と連携協定を締結した。地域経済の振興に向け、地域や企業が抱える課題の解決を 

共に進めることを目的として、沼津信用金庫が運営するまちづくりプラットフォーム「ぬ 

ましんCOMPASS NUMADU」内に、令和６年７月、「静岡大学沼津イノベーションオフィス」 

を開設した。令和７年度は、「ぬましんCOMPASS NUMADU」において、静岡大学未来社会デ 

ザイン機構東部サテライトと沼津信用金庫の共催により、小学５年生から高校生を対象 

とした未来の探求講座「見て触って作って 化石動物・三葉虫の体の仕組みを探ろう！」 

（講師：静岡大学理学部地球科学科 鈴木雄太郎准教授）を実施した。 

学生による地域課題解決を支援する「チャレンジ2030」プロジェクトの取組 

持続可能な地域社会の構築に向けた活動に参加したいと考える学生は近年増加してい 

る。しかし、こうした潜在的な学生のニーズを組織的に把握し、地域社会との連携につな

げていく取り組みは、「地域志向大学宣言」を掲げる本学にとって、早急に解決すべき課

題となっている。 

この課題の解決に向け、未来社会デザイン機構において「チャレンジ2030」プロジェクト

を立ち上げた。令和５年度には、企業・NPO・学生・教員の計９名によるマネジメントチ

ームを組織し、学生主体の実践機会の創出を推進している。具体的には、学生と地域団体

をつなぐマッチングイベント「静大で真面目な合コン」などの企画・運営を行っている。

令和７年度は、「静大で真面目な合コン」を５月及び11月に実施し、延べ27名の学生と10

の地域団体が参加した。特に、静岡市役所及び沼津市役所が初めて参加し、自治体との新

たな連携の広がりが見られた。 

自然災害に係る調査・分析、研究成果の公表等 

防災総合センターでは、令和３年の熱海土砂災害、令和５-７年の全国各地の風水害、 

令和７年の牧之原市の竜巻被害等を調査し、学術データを収集・分析し、学術誌（自然災

害科学、第四紀研究、砂防学会誌、静岡大学地球科学研究報告など）に掲載し、シンポジ

ウムや講演会等で紹介、説明している。特に、牧之原市の竜巻被害について、地元テレビ

番組や新聞等で、市民向けに専門家としての解説や注意喚起を行い、防災知識や意識の向

上に貢献した。 

リニア問題等に係る国・県の委員会をはじめ、内閣府の防災関係委員会に同センター教

員・客員教員が委員として参画したほか、新聞コラム掲載やテレビ･ラジオ出演など、メ

ディアを通じた防災に関する知見の普及・推進に貢献した（令和７年度：635 件）。 

行政機関等との協働による防災施策立案等に貢献した主な取組事例として、以下の事業

があり、地域への社会貢献・社会的インパクトにつながることが期待される。 

・「防災行動変容プロジェクト」（静岡県、東北大学など）への参画：当センター教員が防
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災コミュニケーションによる災害リスクの低減について議論、研究事業の検討を進め、

県内市町での実践目指している。 

・当センター教員が行った「2024 年台風 10 号に伴う静岡市清水区巴川流域の洪水の調査

結果」を参考に、静岡県は、「防災意識を高めるための浸水痕跡表示板の更新と新規設

置」ならびに被害情報を県のウェブサイトに公開した。 

・県内の不適切盛り土の監視に、当センター教員が地滑り早期検知システムを設置した。 

この他、静岡県議会危機管理くらし環境委員会関係者、東京都青少年赤十字賛助奉仕

団、三井業際研などが本センターを来訪・視察し、意見交換を行った。 

・浜松医科大学地域創成防災支援人材教育センターとの共催により、静岡県と浜松市など

の後援を受け、静岡大学佐鳴会館にておいてシンポジウム「レジリエント社会の構築・

南海トラフ巨大地震への備え」を開催した。第一部では、昭和東南海地震の被害の再検

討、老人介護施設の津波避難 DIG シミュレーション、災害医療の変遷について講演を行

った。第二部では、ポスターセッションを開催し、両大学の研究者や学生ボランティア

など、静岡県内における災害科学研究、災害医療・救助、復興支援等に関する最新の知

見を広く紹介し、住民と交流を図った。本シンポジウムは今後も継続して開催する予定

である。 

・防災総合センター研究会では、巡検先として当センター教員が長年参画し、令和６年に

伊豆市土肥地区に完成した全国初の「津波避難複合施設(テラッセ オレンジ トイ)」を

見学した。参画した当センター教員から、防災と観光の機能を兼ね備えた避難施設の運

用説明を受けた。 

・キャンパスフェスタでは、南海トラフ巨大地震への備えとして、昭和 19 年 12 月７日に

発生した昭和東南海地震(震度７)の中遠地域を中心とした震度分布表、その時の天竜

川低地左岸の液状化・流動化の状況、津波高を安政東海地震と比較した表などを作成

し、説明した。また、令和７年９月５日に牧之原市で起きた竜巻の被害状況の現地調査

について展示した。 

 令和７年度は、防災フェロー４名、防災マイスター11名を輩出した。 

さらに、日本災害情報学会、日本第四紀学会の会長、日本自然災害学会の副会長を務め災

害に関する様々な取組を執行した。 

地域連携によるSDGsの推進 

サステナビリティセンターでは、社会との連携のもとSDGsを推進する観点から、SDGs未来 

都市である御殿場市との連携を深めるため御殿場市の官民連携プラットフォーム「御殿

場SDGsクラブ」へ加入した。 

また、サステナビリティセンターのSDGｓに関する取組として、世界の環境問題や社会 

問題の現状を知ることにより、一人ひとりの意識・行動変容を促すことを目的とし、社会

環境問題を取り上げた映画の上映会「静大サステナ映画館」を令和７年度から実施し、123

名が参加した。（全９回） 

このほか、センター内に設置されている各部門・チームにおいても、多様な地域連携活動を 

展開した。教育・アウトリーチ部門及び研究推進部門では、県内のSDGs未来都市と連携した活

動を展開した。教育に関しては、令和７年度に「カーボンニュートラル特別教育プログラム」

を開設し、令和８年度から本格的にプログラム申請受付を開始する予定である。 

また、連携推進部門では、浜松市に住むブラジル人の生徒が理系分野の研究室の展示や実験
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を気軽に体験できる「One Day Waku Waku Tour in 静岡大学テクノフェスタ」を開催した。ブ

ラジル人生徒３名と保護者２名が参加し、様々な企画を楽しみながら、工学や情報技術の分野

の理解を深めた。   

さらに、ダイバーシティ推進部門では、昨年に引き続き、ダイバーシティ・エクイティ＆イン

クルージョン推進室と協力し、県内の企業等が参加する「しずおかレインボーネットワーク」

の定例交流会を実施した（３回）。 

このほか、法実務推進チームにおいては、「ライフサポートセンターしずおか」との連携のも

と、無料法律相談会を開催した（２回）。 

また、カーボンニュートラル推進チームでは、昨年度に引き続き、静岡県、静岡県教育委員会、 

本学等の連携のもと、高校生による脱炭素アクションの企画・実施を支援していく高大連携プ 

ロジェクト「アオハル！エコロジー・ラボ」の事務局を務めた。高校生（42人・14校）と大学 

生メンター（（15人・４大学）が８チームを編成し、地域の企業・教育関係者等（４社・団体） 

のサポートも受けながらミーティングやフィールドワークを重ね、３月の最終カンファレンス 

ではその成果を発表した。 

社会連携に関する取組 

平成23年度から地域連携応援プロジェクトを実施し、本学の学生・教職員が主体となり、地 

域の人々や団体、自治体等と協働しながら地域活性化につながる活動を支援している。令和７

年度は学内の13件の事業を採択し、自治体、住民、NPO法人等とともに、地域の課題解決又は地

域づくりに継続的に取り組む体制を整えた。また、平成25年度から地域課題解決支援プロジェ

クトを実施しており、地域から提案された課題に対し、学生・教職員がともに参画する形で、

学内資源を活用した解決支援等を継続的に推進している。本プロジェクト42課題について、ウ

ェブサイトに活動報告や進捗状況を掲載するとともに地域連携メールマガジン（毎月１回配信）

やニュースレター「地域と大学」（９月、３月発行）により学内外に情報発信した。 

平成 28 年度から地域課題解決支援プロジェクトと融合し、提案課題に基づく実践的な 

支援を展開してきた地域創造学環フィールドワークは令和６年度をもって概ね終了した

ことから、これまで９年間にわたり実施してきた学生、自治体、地域住民等との協働によ

る実践的な取組の成果を総括するため、令和７年 12 月にフィールドワーク総括フォーラ

ムを開催した。 

静岡地区において読売新聞連続市民講座（全５回、参加者延べ306名）、浜松地区において中 

日新聞連携講座（全５回、参加者延べ290名）をそれぞれ実施した。 

ダイバーシティ・エクイティ＆インクルージョン推進室において、ダイバーシティの推進、 

特に女性研究者の裾野拡大をはかるため、女子中高生を対象に含む研究室体験の実施に係る経

費支援を行っている。令和７年度は６件の研究室体験に対して支援を行い、合計86名（うち女

子中高生は22名）の参加があった。 

JST大学発新産業創出プログラム（START） 

本学では、令和３年11月からJST大学発新産業創出プログラム（START）大学・エコシステム 

推進型スタートアップ・エコシステム形成支援にて名古屋大学を幹事大学とするプラットフォ

ームに参加している。 

今年度は、従来から実施している学部生や大学院生、一部社会人を対象に起業家やビジネス 
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３．業務運営上の課題・リスク及びその対応策   

（１） リスク管理の状況   

 

人材を育成するアントレプレナー教育プログラム「MOVE ON（48名参加）」に加え、開始３年目

となる高校生を対象としたプログラム「しずおかスタートアップキャンプ（参加33名、高校

生サポーター９名）」を昨年と同様、静岡県教育委員会と共催実施した。同キャンプでは、

本学が持つアントレプレナー教育に関する知見や実績、ネットワーク等を高校生にも提供し、

より早い段階から起業や地域の課題解決に関する興味や関心を促すべく、若手起業家との交流

やワークショップ等を開催した。 

イノベーション人材の育成・輩出の観点から、地域の企業から提供された経営現場の課題の 

解決に向け、学生が地域の企業の方々と連携して多面的なアプローチに取り組み、課題解決型

学習に基づいたプロジェクトを実施するとともに、アントレプレナー教育プログラムをとおし

て、社会課題の発見及び課題設定と解決に挑戦する能力の醸成を図ったことから、学生の起業

（事業化）にも貢献した。 

また、教育系ベンチャー企業である（株）ドングルズの経済カードゲーム等を通じて、起業 

家精神に触れる中高生向け研修「中高生アントレプレーナーシップ研修in静岡大学（参加28

名）」、小学校４年生から６年生向け研修「しずぎんキッズアカデミー（静岡銀行共催。参加

26名）」を行った。 

本学では、大学において発生する様々な事象に伴う危機に、迅速かつ的確に対処するた

め、危機管理の体制等を定めることにより、役職員及び学生等及び本学への訪問者の安全

確保を図るとともに、社会的な責任を果たすことを目的として、「国立大学法人静岡大学

危機管理規則」を定めるとともに、危機管理委員会を設置している。 

 令和７年度は、危機管理委員会を４回開催し、令和６年度後学期及び令和７年度前学期

のリスクの発生事案と対応状況の確認、防犯カメラの設置計画、静岡大学事業継続計画

（BCP）に係る机上訓練の実施などについて審議等を行った。 

 業務方法書において、業務実施の障害となる要因を事前にリスクとして識別、分析及び

評価し、当該リスクへの適切な対応を可能とするため、把握したリスクに対する評価の定

期的かつ継続的な見直しに取り組むことを定めている。平成 29 年度から、危機管理委員

会において、本学の業務に内在するリスクを特定、分析及び評価し、優先的に対応すべき

リスクを選定するとともに、当該リスクへの対応状況を把握するため、５年ごとに学内調

査を行い、調査結果及び優先的に対応すべきリスクへの対応状況を精査し、適切なリスク

対応となるよう所要の改善措置を講ずることとしている。直近では令和４年度に、リスク

の評価及び対応の定期的な見直しに関する学内調査を実施し、優先的対応リスクの選定

を行っている。 

 本学が所在する静岡県は、南海トラフ地震の想定域でもあることから、南海トラフ地震

を含む大規模地震を想定災害として、自然災害等不測の事態が発生した場合にも重要な

事業（業務）を中断させない、または中断しても可能な限り短い時間で復旧させるための

方針、体制、手順等を示す事業継続計画（Business Continuity Plan：BCP）を令和６年

３月に策定した。 
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（２） 業務運営上の課題・リスク及びその対応策の状況   

本学の業務に内在するリスクのうち、令和４年度に選定した優先的対応リスクについ

て、リスクの大きさを大と評価したリスク及びその対応状況は下記のとおりである。 

 

①コンプライアンスに関するリスク 

・学生等の非違行為 

    「学生懲戒規程」により、事案発生時に速やかに対応できるよう学生支援担当副学長

と各部局が連携して対応できる仕組みを設け、事案発生時は適切な懲戒処分を行って

いる。 

・ハラスメント行為 

「静岡大学におけるハラスメントの防止等に関する規程」に、ハラスメント防止を目

的とした職員及び学生等の責務を規定し、相談員を各学部等に配置し、名簿を本学ウェ

ブサイトに公表している。教職員研修及び新入生セミナーでの啓発やハラスメント防

止講演会を開催している。発生時は上記規程に基づき、速やかに調査委員会を設置し、

適切な調査・処分を行うことにより、信頼回復に努めている。 

令和５年４月からハラスメント相談室を設置し、相談の初期対応の改善を行った。 

・無許可輸出（貨物及び技術） 

安全保障輸出管理規則を制定し、法令を遵守した輸出管理体制等を整備している。 

e-Learning を始め、新任教員教育等により安全保障輸出管理の浸透を図り、安全保障

輸出等管理室の web により、法令等の周知を図っている。e-Learning の実施と併せ現

状の安全保障輸出管理への取組みを調査し、必要に応じ指導をしている。発生時は、遅

滞なく経済産業省に報告し、原因を究明し再発防止のために必要な措置を講じ、経緯及

び再発防止策等を説明し、信頼の回復に努める。 

 

②業務に関するリスク 

・入試業務事故 

大学入学共通テストにおいては、「実施要領」及び「監督要領」を基に、事前に監督

者説明会を実施し、各学部において、試験監督者の健康管理を促し、体調不良者の把握

に努めている。個別学力検査においては、「入試事故対策協議会要項」及び「事故発生

時の対応について」を定めている。事故が発生し、受験生に対する影響が大きいと学長

が判断した場合は、入試事故対策協議会において協議し、対応することとしている。 

・個人情報、研究情報等機密性の高い情報の漏えい 

  「静岡大学個人情報管理規則」、「国立大学法人静岡大学個人情報保護ポリシー」を定

め、情報セキュリティ・個人情報保護に関する講演会や WEB セミナーを教職員・学生

に対して実施するなど啓発活動を行っている。在宅勤務時の情報セキュリティ対策と

して、「在宅勤務に係る情報セキュリティのガイドライン」及び「事務職員在宅勤務用

セキュアＰＣ利用マニュアル」を定めている。事案が発生した場合には、「静岡大学個

人情報管理規則」に基づき、保有個人情報総括保護管理者に報告をし、さらに関係機関

へ報告するとともに、再発防止策を実施している。 
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４．社会及び環境への配慮等の状況 

③健康に関するリスク 

・メンタルヘルス障害 

  年１回全教職員を対象にストレスチェックを実施し、セルフチェック及び面接指導

により、メンタルヘルス不調の防止に努め、検査結果を集団的に分析し、職場環境の改

善につなげている。事案発生時には「国立大学法人静岡大学教職員労働安全衛生管理規

程」並びに「ストレスチェック制度実施要項」に定めるところにより就業上の措置を行

ない、関係部署が連携し、状況の把握や早期の人員補充に努め、業務の停滞及び周囲へ

の影響を最小限に抑えることとしている。 

  学生向けには、学生相談室の周知を行うとともに、関係部署、保健センターや学外医

療機関と連携した対応をとり、関係者への連絡、医療機関等への紹介を行っている。 

 

④その他のリスク 

・情報システムに関する障害・事故（情報セキュリティインシデント） 

  「情報セキュリティセミナー」を毎年開催し、教職員、学生への啓発活動を行ってい

る。 

  平常時から SU-CSIRT（静岡大学情報危機対策チーム）による防止活動（監視、イン

シデント情報収集・分析、学内への注意喚起、脆弱性診断等）を実施している。 

  静岡大学情報基盤センターでは、ISMS(情報セキュリティマネジメントシステム)、

ITSMS(IT サービスマネジメントシステム）を取得、運用し、日頃から、情報基盤のセ

キュリティや IT サービスの適切なマネジメントを通して、セキュリティの維持や IT

サービスの品質確保に努めている。 

・施設・設備の老朽化又は不備 

  本学が所有し管理する施設について、安全・安心な状態を維持するための施設整備計

画として、「静岡大学キャンパスマスタープラン」、「静岡大学施設長寿命化計画（行動

計画）」を策定し、計画的な修繕を継続的に実施している。 

 

 当法人は、社会及び環境への配慮の方針として、以下の宣言等を定め、各方針に沿った取組

を実施している。 

   ＜社会に対する宣言等＞ 

     ・教職員行動規範 

     ・国立大学法人静岡大学における反社会的勢力に対する基本方針 

     ・国立大学法人静岡大学役員及び教職員倫理規程 

     ・ダイバーシティ、エクイティ＆インクルージョン宣言（DE＆I 宣言） 

   ＜社会連携・産学連携に関する宣言等＞ 

・研究者行動規範 

     ・産学官連携ポリシー 

     ・知的財産ポリシー 

     ・利益相反ポリシー 
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５．内部統制の運用に関する情報  

     ・静岡大学の「地域志向大学」宣言 

   ＜環境に関する宣言等＞ 

     ・静岡大学カーボンニュートラル宣言 

     ・静岡大学SDGs宣言 

     ・グリーンキャンパス構築指針・行動計画 

     ・環境物品等の調達の推進を図るための方針 

 当法人は、地域社会や国際社会におけるステークホルダーと共に、学際的な教育研究をはじ

めとした多様な取組を推進することにより、持続可能な開発目標（SDGs）の達成に資すること

を目的としてサステナビリティセンターを設置しており、SDGsに寄与する学内の様々な取組を

集約した上で、SDGsのゴールに基づき整理し、情報発信している（令和７年度登録取組件数

62件、累積件数149件）。 

 また、当法人は、平成17年４月１日に施行された環境情報の提供の促進等による特定事業者

等の環境に配慮した事業活動の促進に関する法律に基づく環境報告書を作成する特定事業者に

定められていることから、毎事業年度、環境報告書を作成し、これを本学のウェブサイトにお

いて公開している。 

本学では、業務方法書において、役員（監事を除く。）の職務の執行が国立大学法人法

又は他の法令に適合することを確保するための体制その他業務の適正を確保するための

体制の整備に関する事項を定めている。 

 

①内部統制の運用（業務方法書第２条～第３条、第５条） 

「国立大学法人静岡大学内部統制規則」を定め、内部統制委員会を置き、内部統制担当

役員から、内部統制システムの運用状況について定期的に報告を受け、必要な改善策を審

議することとしており、令和７年度においては７月に開催した。内部統制担当役員から、

教育研究評議会で行われた各部局における内部統制システム運用状況の報告及び危機管

理委員会で行われた「前年度のリスク発生事案と対応」の検証結果並びにモニタリングの

結果を踏まえ、所管業務に係る内部統制システムの運用状況について報告を行い、内部統

制システムの有効性の評価及び必要な改善策の審議を行った。 

 

②リスク評価と対応（業務方法書第 11 条） 

業務実施の障害となる要因を事前にリスクとして識別、分析及び評価し、当該リスクへ

の適切な対応を可能とするため、「国立大学法人静岡大学危機管理規則」を制定し、危機

管理委員会を設置している。令和７年度の危機管理委員会において、リスクの発生事案と

対応状況の審議を行い、全ての事案について概ね適切な対応及び再発防止の措置がなさ

れていることを確認した。 

 

③監事監査・内部監査（業務方法書第 20 条～第 24 条） 

 監事は、本学の業務の運営について、関係法令の規定を受けて、内部規程が整備され、

業務が諸規程を遵守し、合理的かつ効果的に行われていることを確認するととともに、財
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６．運営費交付金債務及び当期振替額の明細  

（１） 運営費交付金債務の増減額の明細 

                                （単位：百万円） 

交付年度 期首残高 
交付金当期

交付額 

当期振替額 

期末残高 運営費交付

金収益 

資本 

剰余金 
小計 

令和 4 年度 17 - - - - 17 

令和 5 年度 - - - - - - 

令和 6 年度 121 - 121 - 121 - 

令和７年度 - 9,617 9,439 - 9,439 178 

合計 139 9,617 9,561 - 9,561 195 

 

 

（２） 運営費交付金債務の当期振替額の明細 

①  令和６年度交付分                      （単位：百万円） 

区  分 金 額 内     訳 

業務達成基準

による振替額 

運営費交付金収益 - 該当なし 

資本剰余金 - 

計 - 

期間進行基準

による振替額 

運営費交付金収益 - 該当なし 

資本剰余金 - 

計 - 

費用進行基準

による振替額 

運営費交付金収益 121 ①費用進行基準を採用した事業等 

退職手当、年俸制導入促進費 

②当該業務に係る損益等 

ｱ）損益計算書に計上した費用額 

 退職手当：118、人件費：2 

③運営費交付金債務の振替額の積算根拠 

資本剰余金 - 

計 121 

務会計状況についても、財務会計諸規程に即して会計処理が適正に行われているかを確

認するために、毎年度、定期監査の実施計画を定め監査を実施している。 

 学長の下に置かれた監査室は、業務が適切かつ機能的に行われているかの確認のため、

会計監査及び業務監査を、毎年度、内部監査実施計画を定め実施している。令和７年度の

内部監査として、法人文書管理関係、保有個人情報管理関係、外部資金関係、預り金の管

理関係及び分割発注等契約関係の監査を行い、監査の結果に基づき改善の取り組みが行

われたことを確認した。 
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退職手当支給に伴い運営費交付金債務118、年俸制促進事業

実施に伴い運営費交付金債務2を振替。 

 

国立大学法人

会計基準第72

第3項による

振替額 

 - 

該当なし 

合計  121  

 

 

②  令和７年度交付分                      （単位：百万円） 

区  分 金 額 内     訳 

業務達成基準

による振替額 

運営費交付金収益 257 ①業務達成基準を採用した事業等 

・東海地域における暖地型農業実践教育共同利用拠点事業、多

様な自然教育素材を生かした南アルプス・富士圏森林生態系

環境教育拠点事業、その他 

②当該業務に関する損益等 

 ｱ）損益計算書に計上した費用額 

   人件費：122、備品消耗品費：18、役務費：81、 

旅費：5、その他の経費：27 

 ｲ）固定資産の取得額 

   車両運搬具：1 

③運営費交付金債務の振替額の積算根拠 

 業務の達成状況に伴い運営費交付金債務257を振替。 

資本剰余金 - 

計 257 

期間進行基準

による振替額 

運営費交付金収益 8,028 ①期間進行基準を採用した事業等 

  業務達成基準及び費用進行基準を採用した業務以外の全て

の業務 

②当該業務に関する損益等 

 ｱ）損益計算書に計上した費用額 

   人件費：8,028 

③運営費交付金債務の振替額の積算根拠 

 期間の進行状況に伴い運営費交付金債務8,028を振替。 

資本剰余金 - 

計 8,028 

費用進行基準

による振替額 

運営費交付金収益 1,154 ①費用進行基準を採用した事業等 

 退職手当、年俸制導入促進費、教育・研究基盤維持経費 

②当該業務に係る損益等 

 ｱ）損益計算書に計上した費用額 

  退職手当：643、人件費：46 

教育・研究基盤維持経費:464 

③運営費交付金債務の振替額の積算根拠 

資本剰余金 - 

計 1.154 
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  退職手当支給に伴い運営費交付金債務 643、年俸制促進事

業実施に伴い運営費交付金債務 46、費用の進行に伴い運営費

交付金債務 464 を振替。 

国立大学法人

会計基準第72

第3項による

振替額 

 - 

該当なし 

合計  9,439  

 

 

（３） 運営費交付金債務残高の明細 

                                             （単位：百万円） 

交付年度 運営費交付金債務残高 残高の発生理由及び収益化等の計画 

令和４年度 

業務達成基準

を採用した業

務にかかる分 
- 

該当なし 

期間進行基準

を採用した業

務にかかる分 
1 

国庫返納分 

費用進行基準

を採用した業

務に係る分 

16 
令和４年度追加配分（災害復旧）の未執行分：16 

翌事業年度以降に使用する予定。 

計 17  

 

業務達成基準

を採用した業

務にかかる分 

-  

令和５年度 

期間進行基準

を採用した業

務にかかる分 

-  

 

費用進行基準

を採用した業

務に係る分 

-  

 計 -  

令和６年度 

業務達成基準

を採用した業

務にかかる分 
- 

該当なし 

期間進行基準

を採用した業

務にかかる分 
- 

該当なし 

費用進行基準

を採用した業

務に係る分 

- 
該当なし 

計 -  

令和７年度 
業務達成基準

を採用した業
- 

該当なし 
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務にかかる分 

期間進行基準

を採用した業

務にかかる分 
- 

該当なし 

費用進行基準

を採用した業

務に係る分 

178 
退職手当の未執行分：178 

翌事業年度以降に使用する予定。 

計 178  

合計  195  

 

 

７．翌事業年度に係る予算                     （単位：百万円） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 金額 

収入 19,981 

 運営費交付金収入 

 補助金等収入 

 学生納付金収入 

  その他収入 

8,960 

332 

5,977 

4,710 

支出 19,981 

 教育研究経費 

 一般管理費 

 その他支出 

14,980 

694 

4,306 

収入－支出 - 

翌事業年度のその他収入のうち、1,744 百万円は施設整備費補助金、2,182 百万円は産

学連携等研究収入および寄附金収入等によるものである。  

また、教育研究経費のうち 323 百万円は、学長戦略運営経費内の学長裁量経費として、 

学長のリーダーシップの下、第４期中期目標・中期計画の達成に向けて学長の配分方針に

基づき全学的な観点から必要と認められる取組への支援を行うものである。 
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Ⅴ 参考情報 

１． 財務諸表の科目の説明 

 

① 貸借対照表 

 

② 損益計算書 

有形固定資産 土地、建物、構築物等、国立大学法人等が長期にわたって使用する有形の

固定資産。 

減損損失累計額 減損処理（固定資産の使用実績が、取得時に想定した使用計画に比して著

しく低下し、回復の見込みがないと認められる場合等に、当該固定資産の

価額を回収可能サービス価額まで減少させる会計処理）により資産の価額

を減少させた累計額。 

減価償却累計額等 減価償却累計額及び減損損失累計額。 

その他の有形固定資産 図書、工具器具備品、車両運搬具等が該当。 

その他の固定資産 無形固定資産（特許権等）、投資その他の資産（投資有価証券等）が該当。 

現金及び預金 現金(通貨及び小切手等の通貨代用証券)と預金（普通預金、当座預金及び一

年以内に満期又は償還日が訪れる定期預金等） の合計額。 

その他の流動資産 未収学生納付金収入、たな卸資産等が該当。 

長期借入金等 事業資金の調達のため国立大学法人等が借り入れた長期借入金、PFI 債務、

長期リース債務等が該当。 

引当金 将来の特定の費用又は損失を当期の費用又は損失として見越し計上するも

の。退職給付引当金等が該当。 

運営費交付金債務 国から交付された運営費交付金の未使用相当額。 

政府出資金 国からの出資相当額。 

資本剰余金 国から交付された施設費等により取得した資産(建物等)等の相当額。 

利益剰余金 国立大学法人等の業務に関連して発生した剰余金の累計額。 

繰越欠損金 国立大学法人等の業務に関連して発生した欠損金の累計額。 

業務費 国立大学法人等の業務に要した経費。 

教育経費 国立大学法人等の業務として学生等に対し行われる教育に要した経費。 

研究経費 国立大学法人等の業務として行われる研究に要した経費。 

教育研究支援経費 附属図書館、情報基盤センター等の特定の学部等に所属せず、法人全体の

教育及び研究の双方を支援するために設置されている施設又は組織であっ

て学生及び教員の双方が利用するものの運営に要する経費。 

人件費 国立大学法人等の役員及び教職員の給与、賞与、法定福利費等の経費。 

一般管理費 国立大学法人等の管理その他の業務を行うために要した経費。 

財務費用 支払利息等。 

運営費交付金収益 運営費交付金のうち、当期の収益として認識した相当額。 

学生納付金収益 授業料収益、入学料収益、検定料収益の合計額。 

その他の収益 受託研究等収益、寄附金収益、補助金等収益等。 

臨時損益 固定資産の売却（除却）損益、災害損失等。 
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③ キャッシュ・フロー計算書 

 

 

 

２．その他公表資料等との関係の説明 

 

 

以上 

目的積立金取崩額 目的積立金とは、前事業年度以前における剰余金（当期総利益）のうち、

特に教育研究の質の向上に充てることを承認された額のことであるが、そ

れから取り崩しを行った額。 

業務活動による 

キャッシュ・フロー 

原材料、商品又はサービスの購入による支出、人件費支出及び運営費交付

金収入等の、国立大学法人等の通常の業務の実施に係る資金の収支状況。 

投資活動による 

キャッシュ・フロー 

固定資産や有価証券の取得・売却等による収入・支出等の将来に向けた運

営基盤の確立のために行われる投資活動に係る資金の収支状況。 

財務活動による 

キャッシュ・フロー 

増減資による資金の収入・支出、債券の発行・償還及び借入れ・返済によ

る収入・支出等、資金の調達及び返済等に係る資金の収支状況。 

資金に係る換算差額 外貨建て取引を円換算した場合の差額相当額。 

事業報告書に関連する報告書等として、以下の資料を作成し、本学ホームページに掲

載している。 

 

大学概要 

  https://www.shizuoka.ac.jp/outline/koho/publication/overview/ 

統合報告書 

  https://www.shizuoka.ac.jp/outline/koho/publication/ir/ 

財務リポート 

  https://www.shizuoka.ac.jp/outline/koho/publication/finance/ 

環境報告書 

  https://www.shizuoka.ac.jp/outline/koho/publication/kankyo/ 

 

その他本学が発行する広報誌・刊行物は、以下の本学ホームページに掲載している。 

https://www.shizuoka.ac.jp/outline/koho/publication/ 

 


